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事  業  契  約  書  

 

1 事  業  名  豊橋市北部学校給食センター長期包括委託事業  

 

2 事業の場所  愛知県豊橋市石巻本町枇杷 21-5 

 

3 契 約 期 間 自  令和  年  月  日  

至  令和 17年８月 31日  

 

4 契 約 金 額 金 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ 円 に 物 価 変 動 及 び 食 数 変

更 並 び に 消 費 税 率 変 動 及 び 地 方 消 費 税 率 変 動 に

よる増減額を加算した額の範囲内  

 

5 契約保証金  別途この契約書中に記載のとおり。  

 

6 支 払 条 件 別途この契約書中に記載のとおり。  

 

上 記 の 豊 橋 市 北 部 学 校 給 食 セ ン タ ー 長 期 包 括 委 託 事 業 （ 以 下

「 本 事 業 」 と い う 。 ） に つ い て 、 発 注 者 （ 以 下 「 甲 」 と い う 。 ）

と 選 定 事 業 者 （ 以 下 「 乙 」 と い う 。 ） は 、 各 々 対 等 な 立 場 に お け

る 合 意 に 基 づ い て 、 次 の 条 項 に よ っ て 事 業 契 約 を 締 結 し 、 信 義 に

従って誠実にこれを履行する。  

こ の 契 約 の 証 と し て 、 本 書 ２ 通 を 作 成 し 、 当 事 者 記 名 押 印 の 上 、

各自１通を保有する。  
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 （契約日）  令和   年   月   日  

 

発  注  者（甲）  

 

住  所   愛知県豊橋市今橋町１番地  

氏  名   豊橋市長    

 

 

 

選 定 事 業 者（乙）  

 

住  所    

氏  名    
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第１章  総則  

 

（目的及び解釈）  

第１条  本契約は、甲及び乙が相互に協力し、本事業を円滑に実施

するために必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（用語の定義）  

第２条  本契約において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

(1)  「 維 持 管 理 業 務 」 と は 、 本 件 施 設 に 係 る 以 下 の 各 業 務 を い

う。な お、 このう ち、 ア 所定 の業務 を「維 持管 理引継 業務」

という。  

ア  業務開始前の引継業務  

イ  建築物保守管理業務  

ウ  建築設備保守管理業務  

エ  外構等保守管理業務  

オ  調理設備等保守管理業務  

カ  清掃業務  

キ  警備業務  

ク  計画修繕業務  

ケ  経常修繕業務  

コ  事業終了時の引継業務  

(2)  「 維 持 管 理 業 務 計 画 書 」 と は 、 長 期 維 持 管 理 業 務 計 画 書 、

長期修繕計画書及び年度維持管理業務計画書をいう。  

(3)  「 維 持 管 理 業 務 報 告 書 」 と は 、 乙 が 、 維 持 管 理 業 務 開 始 後 、

毎日、 １か 月及び 四半期 毎に 維持管 理業務 の実 施状況 及びそ

の結果について甲に報告するために作成する書面をいう。  

(4)  「委託業務」とは、運営業務及び維持管理業務をいう。  

(5)  「 委 託 業 務 開 始 日 」 と は 、 令 和 ７ 年 ９ 月 １ 日 又 は 乙 が 業 務



2 

体制等 確認 書を受 領した 日の 翌日の うちい ずれ か遅い 方の日

をいう。  

(6)  「委託業務開始予定日」とは、令和 ７年９月１日をいう。  

(7)  「 委 託 料 」 と は 、 運 営 業 務 及 び 維 持 管 理 業 務 の 対 価 を い う 。  

(8)  「 運 営 期 間 」 と は 、 委 託 業 務 開 始 日 又 は 乙 が 実 際 に 本 件 施

設の委 託業 務を開 始し た 日の いずれ か早い ほう の日か ら令和

17年８月 31日までをいう。  

(9)  「 運 営 業 務 」 と は 、 本 件 施 設 に お い て 実 施 す る 以 下 の 各 業

務をいう 。なお 、 このうち 、 ア所 定 の業務を 「運営 引 継業務 」

という。  

ア  業務開始前の引継業務  

イ  食数調整業務  

ウ  食材調達・検収補助業務  

エ  調理等業務  

オ  衛生管理業務  

カ  給食配送・回送業務  

キ  洗浄・残滓等処理業務  

ク  学校配膳業務  

ケ  各種備品の保守管理等業務  

コ  見学・試食会受け入れ業務  

サ  その他業務  

シ  事業終了時の引継業務  

(10)  「 運 営 業 務 計 画 書 」 と は 、 長 期 運 営 業 務 計 画 書 と 年 度 運 営

業務計画書をいう。  

(11)  「 運 営 業 務 報 告 書 」 と は 、 乙 が 、 運 営 業 務 開 始 後 、 毎 日 、

１か月 及び 四半期 毎に、 運営 業務の 実施状 況及 びその 結果に

ついて甲に報告するために作成する書面をいう。  

(12)  「 運 営 マ ニ ュ ア ル 」 と は 、 運 営 業 務 の 全 体 に 係 る 以 下 の マ

ニュアルを総称していう。  

ア  調理マニュアル  
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イ  アレルギー対応食調理マニュアル  

ウ  配送・回収マニュアル  

エ  衛生管理マニュアル  

オ  異物混入発生時対応マニュアル  

カ  嘔吐、食中毒発生時対応マニュアル  

キ  学校配膳業務マニュアル  

ク  従業員の研修マニュアル  

ケ  そ の 他 運 営 上 必 要 と す る も の （ 落 札 者 提 案 に 基 づ き 提 案

されたものを含む。）  

(13)  「営業日」とは、給食を提供すべき日をいう。  

(14)  「開庁日」とは、閉庁日以外の日をいう。  

(15)  「 業 務 計 画 書 」 と は 、 運 営 業 務 計 画 書 と 維 持 管 理 業 務 計 画

書をいう。  

(16)  「 業 務 体 制 等 確 認 書 」 と は 第 19条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 乙

が委託 業務 を開始 するた めに 必要な 条件が 満た された ことを

甲が確認した旨を内容として甲が乙に交付する書面をいう。  

(17)  「 業 務 報 告 書 」 と は 、 運 営 業 務 報 告 書 と 維 持 管 理 業 務 報 告

書をいう。  

(18)  「 ３ セ ン タ ー 体 制 移 行 」 と は 、 豊 橋 市 に お け る 児 童 生 徒 数

の減少 に合 わせて 本契約 締結 時点で 令和 12年９ 月実施 予定の

東部学 校給 食セン ター廃 止に よ る、 豊橋市 内の 小中学 校給食

提供を 北部 学校給 食セン ター 、南部 学校給 食セ ンター 及び曙

学校給食センターの３センターで対応する体制移行をいう。  

(19)  「 事 業 期 間 」 と は 、 本 契 約 の 締 結 日 か ら 、 第 46条 に 定 め る

契約期 間の 終了日 又は本 契約 の解除 による 本契 約の終 了日の

いずれか早い時点までの期間をいう。  

(20)  「 事 業 年 度 」 と は 、 各 暦 年 の ４ 月 １ 日 に 始 ま り 、 翌 年 の ３

月 31日に終了する１年間をいう。  

(21)  「 施 設 維 持 管 理 企 業 」 と は 、 本 事 業 の 維 持 管 理 業 務 （ 調 理

設備等保守管理業務を除く。）を行う企業をいう。  
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(22)  「 四 半 期 」 と は 、 各 事 業 年 度 に お け る 暦 年 の ４ 月 か ら ６ 月 、

７月か ら９ 月、 10月から 12月 、翌暦 年 の１ 月か ら３月 の各３

か月の 期間 をい い 、順に 、当 該事業 年度の 第１ 四半期 、第２

四半期 、第 ３四半 期、第 ４四 半期と それぞ れ個 別にい うこと

がある 。た だし、 令和 ７ 年度 は９月 から 12月ま でを第 ３四半

期とし、 令和 17年 度は７月 から８ 月 までを第 ２四半 期 とする 。  

(23)  「 出 資 者 」 と は 、 乙 に 対 し て 出 資 を 行 い 、 そ の 株 式 を 保 有

する者をいう。  

(24)  「 消 耗 品 」 と は 、 要 求 水 準 書 に お い て 「 調 理 消 耗 品 等 」 の

区分で 分類 される 、入札 説明 書等及 び落札 者提 案に基 づく委

託業務 の実 施によ り本件 施設 の運営 ・維持 管理 におい て必要

とされ 消耗 される 一切の 器具 、備品 その他 消耗 品をい い、こ

のうち 、甲 が乙に 貸与す る要 求水準 書資料 ２「 貸与備 品リス

ト」に 記載 の消耗 品 その 他 委 託業務 開始 予 定日 時点で 本件施

設に設置済みの消耗品 を「貸与消耗品」という。  

(25)  「 食 中 毒 」 と は 、 給 食 に 付 着 又 は 混 入 し た 細 菌 、 ウ ィ ル ス 、

有害物 質が 原因で 、給食 を食 した人 に健康 被害 が及ぶ ことを

いう。  

(26)  「 前 事 業 」 と は 、 委 託 業 務 開 始 予 定 日 の 前 日 ま で 実 施 さ れ

る本件施設の運営・維持管理事業をいう。  

(27)  「 前 事 業 者 」 と は 、 前 事 業 の 実 施 事 業 者 を い い 、 甲 が 直 営

で前事業を実施している場合には、甲をいう。  

(28)  「 長 期 維 持 管 理 業 務 計 画 書 」 と は 、 運 営 期 間 に わ た る 維 持

管理業務について記載した計画書をいう。  

(29)  「 長 期 運 営 業 務 計 画 書 」 と は 、 運 営 期 間 に わ た る 運 営 業 務

について記載した計画書をいう。  

(30)  「 長 期 修 繕 計 画 書 」 と は 、 運 営 期 間 に わ た る 修 繕 計 画 に つ

いて記載した計画書をいう。  

(31)  「 特 定 部 品 」 と は 、 本 件 施 設 の 運 営 ・ 維 持 管 理 に お い て 前

事業に おい て使用 されて いる 特定の 部品、 薬品 その他 製品の
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うち、 本事 業の遂 行のた めに 落札者 が落札 者提 案にお いて本

事業の 遂行 のため に特に 必要 とする ものと して 明示的 に特定

したものをいい、その情報を「特定部品情報」という。  

(32)  「 入 札 説 明 書 等 」 と は 、 入 札 説 明 書 及 び そ の 添 付 資 料 並 び

にそれらに関する質問回答書及びその添付資料をいう。  

(33)  「 年 度 維 持 管 理 業 務 計 画 書 」 と は 、 要 求 水 準 書 の 規 定 に 従

い、乙 が毎 事業年 度の開 始前 に維持 管理業 務の 業務区 分毎に

作成し、甲に提出する各計画書をいう。  

(34)  「 年 度 運 営 業 務 計 画 書 」 と は 、 要 求 水 準 書 の 規 定 に 従 い 、

乙が毎 事業 年度の 開始前 に運 営業務 の業務 区分 毎に作 成し 、

甲に提出する各計画書をいう。  

(35)  「 Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 対 応 マ ニ ュ ア ル 」 と は 、 要 求 水 準 書 に 定 め る

本件施設に対応したＨＡＣＣＰ対応マニュアルをいう。  

(36)  「 引 継 業 務 」 と は 、 運 営 引 継 業 務 及 び 維 持 管 理 引 継 業 務 を

いう。  

(37)  「 備 品 」 と は 、 要 求 水 準 書 に お い て 「 施 設 備 品 」 、 「 食

器・食 缶等 」、「 調理備 品」 、「調 理設備 」の 各区分 で分類

される 、入 札説明 書等及 び落 札者提 案に基 づく 委託業 務の実

施によ り 本 件施設 の運営 ・維 持管理 に必要 とさ れる 一 切の 設

備、機 器、 器具、 じゅう 器、 食器、 食缶、 コン テナ及 びその

他備品 （ 疑 義を避 けるた め 、 消耗品 及び車 両 が 含まれ ないこ

とをこ こに 確認す る 。） をい い、こ のうち 、甲 が乙に 貸与す

る要求 水準 書資料 ２「貸 与備 品リス ト」に 記載 の 消耗 品以外

の備品 及び 同資料 ３「食 器・ 食缶等 リスト 」に 記載の 食器・

食缶等 を総 称して 「当初 貸与 備品」 といい 、 乙 が委託 業務開

始予定 日ま でに調 達して 甲に 所有権 を移転 する 備品 等 を総称

して「 更新 備品 」 とい い 、当 初貸与 備品 と 更新 備品そ の他第

15条の 定め るとこ ろに従 って 乙が補 充調達 して 甲に所 有権を

移転し た 上 で 甲か ら無償 貸与 を受け た備品 を総 称して 「貸与

備品」という。  
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(38)  「 不 可 抗 力 」 と は 、 暴 風 、 豪 雨 、 洪 水 、 高 潮 、 地 滑 り 、 落

盤、落 雷、 地震、 火災、 有毒 ガスの 発生、 その 他自然 災害又

は騒乱 、暴 動、戦 争その 他人 為的な 現象（ 要求 水準書 で基準

を定め たも のにあ っては 、当 該基準 を超え るも のに限 る。）

であって 、甲及 び 乙のいず れの責 め にも帰さ ないも の をいう 。

なお、 疑義 を避け るため 、３ センタ ー体制 移行 及び感 染症の

蔓延そ の他 公衆衛 生上の 事態 は、不 可抗力 に含 まれな いこと

を確認する。  

(39)  「 閉 庁 日 」 と は 、 豊 橋 市 の 休 日 を 定 め る 条 例 （ 平 成 ３ 年 条

例第３号）第１条に規定する市の休日をいう。  

(40)  「 本 件 施 設 」 と は 、 本 件 土 地 に 所 在 す る 豊 橋 市 北 部 学 校 給

食センタ ー 及び そ の付帯施 設（外 構 部分を含 む。そ の 詳細は 、

入札説 明書 等に定 める。 ）を いう。 本契約 書中 、特段 の規定

がないときには、本件施設は備品を含むものとする。  

(41)  「 本 件 土 地 」 と は 、 第 ５ 条 に 規 定 す る 本 事 業 の 実 施 場 所 と

なる土 地を いい、 要求水 準書 資料９ 「事業 用地 参考図 」に示

す範囲を指す。  

(42)  「 マ ニ ュ ア ル 」 と は 、 Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 対 応 マ ニ ュ ア ル 及 び 運 営

マニュアルを総称していう。  

(43)  「 要 求 水 準 書 」 と は 、 甲 が 作 成 し 、 本 事 業 の 実 施 に 関 し 甲

が乙に 要求 する業 務水準 及び 仕様を 示すも のと して、 入札説

明書の 添付 書類と して公 表さ れた 豊 橋市 北 部学 校給食 センタ

ー長期 包括 委託事 業 要求 水準 書をい い、本 事業 の 入札 手続中

に甲が 公表 した質 問回答 のう ち同要 求水準 書に 関する ものを

含む。 なお 、同要 求水準 書が 本契約 締結後 に本 契約に 定める

手続に従って変更された場合は変更後のものをいう。  

(44)  「 落 札 者 」 と は 、 ● ● ／ ● ● グ ル ー プ を 構 成 す る ● ● （ 以

下「代 表企 業」と いう。 ）を 代表企 業とす る落 札者グ ループ

をいう。  

(45)  「 落 札 者 提 案 」 と は 、 入 札 説 明 書 等 に 従 い 、 落 札 者 が 甲 に
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対して 提出 した本 事業に 関す る一切 の提案 をい い、落 札者が

令和● 年● 月●日 に甲に 対し て提出 した提 案書 類のほ か、甲

の求めに応じて落札者が提示した事項を含むものとする。  

２  本契約において使用されている用語は、前項その他本契約で定

義されて いる場合 又は文脈 上別異に 解される 場合を除 き、 要求 水

準書にお いて使用 されてい る用語と 同一の意 味を有す る ものと す

る。  

 

（公共性及び乙による事業の趣旨の尊重）  

第３条  乙は、本事業 が学校給食センターの維持管理及び学校給食

の調理及び提供を 含む点で公共性を 有することを十分 理解し、本

事業の実施にあたっては、かかる趣旨を尊重するものとする。  

２  甲は、本事業 が乙によって実施されることを十分理解し、法律

の範囲内 で地方自 治の本旨 に従い 、 かかる趣 旨を尊重 するもの と

する。  

 

（事業日程）  

第４条  本事業は、別紙 １として添付する日程表に従って実施する。  

 

（事業の場所）  

第５条  本事業を実施する場所は、 契約書鑑に記載する 「事業の場

所」と定める。  

 

（本事業の概要）  

第６条  本事業は、本件施設の 運営及び 維持管理の長期包括委託及

びこれに 付随し、 関連する 一切の事 業により 構成され るものと す

る。  

 

（規定の適用関係）  

第７条  乙は、本事業を、本契約、 入札説明書等及び 落札者提案に



8 

従って遂 行するも のとする 。 ただし 、これら の内容に 相違のあ る

場合は、 本契約、 入札説明 書 等及び 落札者提 案の順に 優先して 適

用される ものとす る。質問 回答の内 容は、質 問対象の 書類と一 体

をなすものとする。  

２  落札者提案と 入札説明書等の一部である要求水準書の内容に差

異がある 場合は、 落札者提 案に記載 されたサ ービスの 水準が要 求

水準書に 記載され たサービ スの水準 を上回る ときに限 り、 落札 者

提案が優先して適用されるものとする。  

 

（契約の保証）  

第８条  乙は、甲があらかじめ契約保証金の納付等の必要がないと

認めた場合を除き 、契約の締結と同 時に、次の各号の いずれかに

掲げる保証を付さ なければならない 。ただし、第 ３ 号 の場合にお

いては、甲を被保 険者とする 履行保 証保険契約の締結 後、直ちに

その保険証券を甲に寄託しなければならない。  

(1) 契約保証金の納付  

(2) 契約保 証金 に代わる担保 とな る と市が認め る 有 価証券等の

提出  

(3) 本契約 によ る債務の不履 行に より生ずる損 害を てん補する

履行保証保険契約の締結  

２  前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第

４ 項 に お い て 「 保 証 の 額 」 と い う 。 ） は 、 契 約 書 鑑 に 記 載 す る

「契約金額」を 運 営期間の年度数（ 10）で除した金額 （以下「単

年 度 契 約 金 額 」 と い う 。 ） の 100分 の 10に 相 当 す る 額 以 上 と し な

ければならない。  

３  乙が第１項第３号に掲げる保証を付す場合は、当該保証は第 48

条第２項各号に規 定する者による契 約の解除の場合に ついても保

証するものでなけ ればならない。 な お、乙が第１項第 ３号に掲げ

る保証を付す場合 、当該保証の期間 は事業期間とする 。ただし、

各事業年度を当該 保証の期間として 甲を被保険者とす る履行保証
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保険契約の締結後 、直ちにかつ遅く とも 乙が当該事業 年度の開始

までにその保険証券を甲に寄託する場合は、この限りでない。  

４  第１項の規定により、 乙が同項第２号に掲げる保証を付したと

きは、当該保証は 契約保証金に代わ る担保の提供とし て行われた

ものとし、同項第 ３号に掲げる保証 を付したときは、 契約保証金

の納付を免除する。  

５  委託料金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の 単年

度 契 約 金 額 の 100分 の 10に 達 す る ま で 、 甲 は 、 保 証 の 額 の 増 額 を

請求することがで き、 乙は、保証の 額の減額を請求す ることがで

きる。  

６  乙が第１項第１号に基づき保証の額の契約保証金を納付した場

合、甲は、前項の 定めるところに従 うほか、事業期間 の満了まで

当該契約保証金を 返還しない。乙は 、事業期間満了後 甲の定める

手続を履践して返 還を請求するもの とする。なお、納 付された契

約保証金には利息を付さない。  

 

（乙の資金調達）  

第９条  本事業の実施に関連する一切の費用は、本契約に別段の明

示的な定めがある場合を除き、全て乙が負担するものとし、また、

乙が本契約の履行 に必要な費用を確 保するための資金 調達は、全

て乙が自己の責任において行うものとする。  

 

 

第２章  事業用地の提供条件等  

 

（本件土地の利用）  

第 10条  甲は、本件土地を、乙による本事業の遂行のために使用す

る目的で 、当該目 的の限度 で、 事業 期間中、 乙に対し 無償で貸 し

付ける。 乙は、 事 業期間中 、本事業 の遂行の ために必 要な範囲 内

で、本件 土地に立 ち入り、 本事業を 遂行し 、 委託業務 の実施そ の
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他の必要な行 為を 行うほか、 入 札説 明書等及び 落 札者 提案に従い 、

本件土地 を利用す ることが できる。 ただし、 乙による 本件施設 又

は本件土 地の使用 が 、行政 財産目的 外使用に あたるほ か、別に 申

請を行わ なければ ならない 場合は、 当該申請 に基づく 使用条件 に

服するものとする。  

２  乙は、前項その他本契約で認められた用途以外の目的で本件土

地を使用 すること はできな いものと し、また 、第三者 に対し、 前

項に基づ く本件土 地の使用 権の譲渡 、担保権 の設定そ の他の処 分

行為を行わず、又は本件土地を転貸しないものとする。  

 

（本件土地の貸渡及び返還）  

第 11条  委託業務開始予定日の初日において、本件土地は、甲から

乙に対し て原状有 姿で貸し 渡された ものとみ なされる ものとし 、

第 51条の 定めると ころに従 ってなさ れる本件 施設の明 渡し の完 了

と同時に 、乙から 甲に対し て返還さ れたもの とみなさ れるもの と

する。  

２  前項の定めにかかわらず、事由の如何を問わず、本契約が終了

した場合 又は乙が 本事業を 廃止若し くは放棄 した場合 には、 前 条

に基づく 甲の乙に 対する本 件土地の 無償貸付 けは、本 契約の解 除

日又は乙 が本事業 を廃止若 しくは放 棄した日 をもって 終了する も

のとし、 乙は、 第 51条乃至 第 54条の 定めると ころに従 うほか、 本

件施設、 本件土地 その他乙 が占有す る 場所を 要求水準 書に定め る

要求水準 を満たし て落札者 提案に基 づき 原状 回復し て 明け渡さ な

ければならない。  

 

（管理責任）  

第 12条  乙は、自己の責任 及び費用 により、本件施設及び 本件土地

につき、善良なる管理者の注意をもって管理を行うものとする。  

２  運営期間において、乙に帰すべき事由によらず本件土地の埋蔵

物又は地 盤沈下（ 入札説明 書等及び 本件土地 の現場確 認の機会 か
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ら客観的 かつ合理 的に推測 できない ものに限 る 。）に 起因する 損

害、損失 又は費用 が生じた 場合には 、甲が当 該損害、 損失及び 費

用を負担する。  

 

（使用料等の支払い）  

第 13条  本件土地その他甲が乙 に対して提供した場所の使用料は無

償とする 。 ただし 、行政財 産目的外 使用にあ たる 場合 その他第 10

条第１項 ただし書 の定めの 適用があ る場合は 、この限 りでなく 、

その定めに従うものとする。  

 

 

第３章  備品及び消耗品の貸与  

 

（備品及び消耗品の貸与）  

第 14条  甲は、本件施設の運営・維持管理にあたり、貸与備品 及び

貸与消耗 品 を乙 に 運営期間 が満了す るまで無 償貸与 し 、乙は、 貸

与備品を 使用し、 また、貸 与消耗品 を消費で きるもの と する。 甲

から乙へ の 当初 貸 与備品 及 び貸与消 耗品 の品 名品質数 量引渡場 所

は要求水 準書に記 載したと ころによ るものと し、その 引渡し時 期

は甲と乙とが協議して定めるものとする。  

２  乙は、当初貸与備品 を受領したときは その借用書を、また、貸

与消耗品 を受領し たときは その受領 書を、そ れぞれ 遅 滞なく 甲 に

提出しな ければな らない。 ただし、 甲が不要 とする場 合は、こ の

限りでない。  

３  甲は、当初貸与備品 及び貸与消耗品 につき、乙の立会のもとに

検査するものとする。  

４  乙は、その責任において 当初貸与備品 及び貸与消耗品 を確認の

上使用す るととも に 、貸与 消耗品に ついては これを費 消 するこ と

ができる 。落札者 提案に基 づき使用 しない場 合その他 当初貸与 備

品又は貸 与消耗品 が不要と なったと きは、当 該貸与 消 耗品 につ い
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て乙の費 用と責任 で処分す るほか、 当該当初 貸与備品 について 甲

と協議の 上処分す る 場合に は 、当該 当初貸与 備品に代 わる備品 を

乙の費用と責任で補充調達しなければならない。  

５  乙は、貸与備品 を善良な管理者の注意をもって保管しなければ

ならない。  

６  乙の故意又は過失によって 貸与備品 が滅失若しくは、き損した

ときは、乙は 甲 の 指定した期間 内に 代品を納め、 又は 原状に復し 、

若しくは その損害 を賠償し なければ ならない 。 ただし 、委託業 務

の実施に おいて業 務計画書 に基づき 補充調達 した場合 には、こ の

限りでない。  

７  本契約が終了 したときは、速やかに乙 は貸与備品 を利用可能な

状態で甲 に返還 し 、その時 点で残存 する貸与 消耗品が あれば、 こ

れを利用 可能な状 態で甲に 返還し な ければな らない。 ただし、 本

契約に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

 

 

第４章  備品及び消耗品の補充調達  

 

（備品及び消耗品の補充調達）  

第 15条  乙は、本契約、 入札説明書 等及び落札者提案に従い、 委託

業務開始 予定日ま でに 更新 備品及び 委託業務 の実施に 必要とな る

貸与消耗品以外の消耗品を補充調達するものとする。  

２  乙は、本契約、 入札説明書等及び落札者提案に従い、 委託業務

の実施に おいて業 務計画書 に基づき 、更新備 品及び 当 初 貸与備 品

以外の備 品並びに 貸与消耗 品以外の 消耗品も 、 委託業 務の実施 上

の必要に応じて乙の費用と責任で補充調達するものとする。  

３  前項の定めにかかわらず、業務計画書に基づき補充調達される

べき備品 及び消耗 品を３セ ンター体 制移行に 伴って乙 が補充調 達

する必要 が生じた 場合、 乙 は、 甲と 事前の協 議の上 で 、 ３セン タ

ー体制移 行後の委 託業務の 実施に必 要な備品 及び消耗 品 を甲が 事
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前に承認 した範囲 で 甲の費 用で補充 調達する ことがで きる。こ の

場合にお ける甲の 費用負担 の 範囲 は 、別紙６ に記載の とおり と す

る。  

４  前各項の定めるところに従って補充調達される備品及び消耗品

は、入札 説明書 等 及び 落札 者 提案に 従い、前 事業で使 用する仕 様

と同等とするなど調和を図らなければならない。  

５  第１項乃至第３項の定めるところに従って補充調達された備品

の所有権 は、 要求 水準書で 明示的に 乙の所有 とする旨 の定めが あ

るものを 除き、 乙 による本 件施設へ の設置又 は委託業 務実施上 の

使用がな された時 点で、乙 から甲に 移転する 。この場 合、乙は 、

リースそ の他用益 権により 補充調達 してはな らず、か つ、担保 権

その他の 制限物権 等の負担 のない、 完全な所 有権を甲 に移転す る

ものとす るが、か かる所有 権の移転 と同時に 甲から乙 に無償で 貸

与される。  

６  乙は、第１項乃至第３項の定めるところに従って補充調達され

る更新備 品その他 の備品を 含め、 委 託業務開 始日にお いて 本件 施

設に設置 され た 全 ての備品 について 、豊橋市 財産管理 規則（昭 和

39年豊橋 市規則 10号）に基 づく備品 台帳（以 下「備品 台帳」と い

う。）を 整備し、 これを委 託業務開 始日後速 やかに甲 に提出す る

とともに 、 数量、 点検、更 新履歴等 を網羅的 に記録し 、備品情 報

を一元管 理できか つ事業期 間終了後 も 甲が管 理・活用 しやすい よ

う配慮さ れた要求 水準書が 定める様 式及び内 容の電子 データの 備

品管理台 帳（以下 「備品管 理台帳」 という。 ）を作成 して個々 に

記録し、 委託業務 開始 日以 降、備品 管理台帳 の記録を 常に最新 の

状態で更 新しつつ 、いつで も これを 紙媒体で 出力でき るように 維

持し、市 の要請が あるとき には、当 該要請に 応じて 最 新の備品 管

理台帳を 紙媒体又 は電子デ ータで提 出 するほ か、 最新 の備品管 理

台帳に基 づき運営 期間にお ける各 事 業年度末 までに 備 品台帳の 更

新をし、更新後の備品台帳を甲に提出し なければならない。  
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第５章  業務開始前の引継ぎ  

 

（甲による本件施設の 運営・維持管理体制確認）  

第 16条  乙は、本契約締結 後、委託業務開始 予定日に先立って委託

業務の実 施に必要 な人材 及 び車両そ の他委託 業務遂行 に必要な 物

品等を確 保し、か つ、要求 水準書 及 び落札者 提案に従 って 引継 業

務を行わ なければ ならない 。 なお、 車両その 他委託業 務遂行に 必

要な物品 等 の確保 にあたり 、特に要 求水準書 で、その 発注の進 捗

状況の報 告が要求 されてい るものに ついては 、乙は、 甲に対し 、

入札説明書等 及び 落札者提案に 従っ て適時に報告 する ものとする 。  

２  乙は、引継業務着手前に、 引継 業務計画書を作成し、甲に提出

して承認 を得るも のとする 。 引継 業 務計画書 の内容を 変更する 場

合も同様とす る。 乙は、甲の承 認を 受けた 引継業 務計 画書に従い 、

引継業務を実施しなければならない。  

３  乙は、本契約、 入札説明書等、業務計画書、及び 落札者提案に

従って委 託業務を 実施する ことが可 能となっ た時点に おいて甲 に

対してその旨を通知するものとする。  

４  乙は、前項に規定する通知 後遅滞なく 、乙による 委託業務の実

施体制を 甲が確認 する こと を目的と して、入 札説明書 等及び落 札

者提案に 従い 、 業 務計画書 に基づき 調理等の 委託業務 の実施準 備

上必要と される リ ハーサル を実施 す るものと する 。本 項による リ

ハーサル 確認の結 果、委託 業務の実 施体制が 本契約、 入札説明 書

等、業務 計画書又 は 落札者 提案で必 要とされ る条件を 満たして い

ないと甲 が合理的 に判断し た場合、 甲は、乙 に対して その是正 を

求めることができる。  

５  前項に規定する リハーサルの実施は、 次の各号の定めに従い、

乙の責任及び費用により行うものとする。  

(1) 乙は、 引継 業務の実施に あた り、リハーサ ルの 作業工程及

び日程等を、 あらかじめ甲に対して書面で通知し、甲の承認
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を得るものとする。  

(2) 甲は、乙が 行うリハーサルに 立会うことができ る。ただし、

甲は、かかるリハーサルへの立会いの実施それ自体を理由と

して、何らの責任を負担するものではない。  

６  乙は、リハーサルに対する甲の立会いの有無を問わず、甲に対

して、そ の結果を 含め、引 継業務実 施結果の 報告を、 業務報告 書

を提出することにより行うものとする。  

 

（業務の引継ぎ）  

第 17条  乙は、本契約締結時点で、本件施設 が稼働していることを

認識し、 かつ、了 解して本 事業を引 き受けた ことを確 認し、 本 事

業の遂行 にあたっ ては、委 託業務開 始予定日 以前の本 件施設の 運

営・維持 管理につ いて、甲 から引継 ぎを受け るほか、 前事業者 が

前事業を 遂行して いる場合 には、 前 事業 者が 甲との間 の 契約の 定

めるとこ ろに従 っ て実施す る 本件施 設の 引継 ぎにつき 、甲の指 示

に基づき 自己の費 用と責任 で 甲に代 わって 、 又は甲と ともに 前 事

業者から 必要な 指 導、情報 提供その 他の 引継 ぎを受け るものと す

る。この 場合にお いて 、乙 は、自己 の費用と 責任で、 本件施設 本

体の引き 渡し状態 、設備機 器等の稼 働状況の ほか、 甲 又は 前事 業

者が使用 したマニ ュアル等 の内容及 び留意事 項等につ いて、甲 又

は前事業者に確認を行うものとする 。  

２  乙は、引継業務の実施において前事業 の遂行並びに甲による本

件施設の 継続的な 運営・維 持管理 に 支障をき たすこと がないよ う

にするものとする。  

 

（前事業者との連携）  

第 18条  乙は、前事業者から必要な引継ぎを受ける 場合 、自己の責

任及び費 用により 、前事業 者との間 で連携・ 調整を行 わなけれ ば

ならない 。ただし 、甲は必 要に応じ てかかる 連携・調 整に協力 す

るものとする。  
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２  乙は、前項に定めるところに従って行われる 前事業者と連携・

調整につ いては、 甲にその 旨を 事前 に 報告す るものと し、また 、

適宜及び 甲から求 められた ときは、 協議・調 整の内容 及び進捗 状

況を甲に 説明する ものとす る。また 、乙は協 議・調整 が調った と

きは、その内容を速やかに甲に報告しなければならない。  

 

（甲による業務体制確認）  

第 19条  甲が、乙の 引継業務の完了及び委託業務の実施体制を確認

し、かつ 、乙が別 紙２に記 載する種 類及び内 容を有す る保険に 自

ら加入し 、又は別 紙２に記 載の保険 契約者に 加入させ 、その保 険

証書の写 しを甲に 対して提 出した場 合、甲は 、当該確 認を行っ た

日又は当 該文書の 提出があ った日の いずれか 遅い日か ら 10開庁 日

以内に、乙に対して業務体制等確認書を交付するものとする。  

２  乙は、委託業務開始予定日の前日までに業務体制等確認書の交

付を受けなければならない。  

３  甲は、第１項に規定する業務体制等確認書を交付したことを理

由として 、本件施 設の 運営 及び 維持 管 理の全 部又は一 部につい て

何らの責 任を負担 するもの ではなく 、また、 乙は、そ の提供す る

委託業務 が本契約 、 入札説 明書 等、 業務計画 書及び 落 札者 提案 の

仕様若し くは水準 を満たさ なかった 場合にお いて、甲 が業務体 制

等確認書 の交付を 行ったこ とをもっ てその責 任を免れ ることは で

きない。  

 

（調理業務開始の遅延）  

第 20条  乙は、調理業務開始 の遅延が見込まれる場合には、 委託業

務開始予 定日の 30日前まで に、当該 遅延の原 因及びそ の対応計 画

を甲に通知しなければならない。  

２  乙は、前項に規定する対応計画において、 調理業務開始 に向け

ての対策 及び想定 される委 託業務開 始日 まで の予定を 明らかに し

なければならない。  
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（前事業終了時の検査支援）  

第 21条  乙は、自己の責任と費用負担において、 甲が前事業 者との

間の契約 に基づき 前事業者 に対して 行う検査 確認及び 修繕等実 施

請求を行 う場合に は、甲の 指示に従 って 甲を 支援し、 甲 の前事 業

者との間 の 契約 に 基づく前 事業者に 対する権 利行使を 十全化す る

ものとする。  

２  前項の規定による 乙の支援の誤り又は懈怠に起因して甲又は乙

において 生ずる損 害、損失 又は費用 （本事業 を遂行す るに あた り

乙におい て生ずる 追加的な 費用を含 む。） は 、乙がこ れを負担 す

るものとし、 その 負担の方法に つい ては、甲が、 乙と 協議の 上で 、

これを定めるものとする。  

３  甲が前事業者との間の 契約に基づき前事業者に対して行う検査

確認及び 修繕等実 施請求 を 行った結 果、第１ 項の規定 による乙 の

支援に誤 り又は懈 怠がない にもかか わらず、 乙におい て委託業 務

に要する 費用又は 本事業を 遂行する に あたり 乙におい て生ずる 追

加的な費 用が増加 する場合 で、当該 費用の増 加の原因 が 入札説 明

書等及び 本件施設 又は本件 用地の現 場確認の 機会から 客観的か つ

合理的に 推測でき ないもの であると きは、合 理的な範 囲におい て

甲がこれ を負担す るものと し、甲は 、甲と乙 との間の 協議によ り

決定される方法に従って、乙に対して支払うものとする。  

 

 

第６章  本件施設の運営及び維持管理  

 

第１節  総則  

 

（委託業務）  

第 22条  甲は乙に対し、 委託業務の実施を乙に委託し、乙はこれを

受託する 。乙は、 運営期間 中、自己 の費用と 責任にお いて、日 本
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国の法令 、本契約 （ 運営及 び 維持管 理に関す る合意事 項は本契 約

の一部と みなす。 以下、本 章におい て同じ。 ）、 入札 説明書 等 及

び落札者 提案並び にマニュ アル及び 業務計画 書 に従っ て、委託 業

務を実施 しなけれ ばならな い。 ただ し、委託 業務の実 施に当た っ

て必要と なる光熱 水費は、 要求水準 書に定め る上限に 至るまで 、

全て甲の 負担と し 、当該上 限を超過 した光熱 水費 につ いての乙 の

費用負担の時期及び方法 は、別紙５に記載のとおりと する。  

２  要求水準書は、甲が第 56条第２項又は第 58条第２項若しくは第

３項に基 づいて委 託業務の 内容を変 更する場 合を除き 、 別紙３ の

手続に従い、その内容を変更することができるものとする。  

３  乙は、運営期間の全期間にわたり、 委託業務を善良なる管理者

の注意義 務をもっ て実施す るものと する。 た だし、乙 は、甲と の

間で、委 託業務開 始予定日 までに、 甲所定の 様式及び 内容の「 災

害時等に おける給 食支援業 務等の協 力に関す る協定書 」を締結 す

るものとし、 災害 時等において 、同 協定書の定め に従 う場合には 、

この限りでない。  

４  更新備品その他乙が補充調達して本件施設 に設置し又は委託業

務実施上 の使用に 供した備 品 につい ては 、要 求水準書 で明示的 に

乙の所有 とする旨 の定めが あるもの を除き、 事業期間 を通じて 甲

が所有し て乙に無 償で貸与 するもの とし、 乙 は、これ を 入札説 明

書等及び 落札者提 案 に従い 、委託業 務の実施 に当たっ て使用す る

とともに 維持管理 し、 委託 業務の実 施に当た って使用 に耐えな い

ときには補修、更新を行うものとする。  

５  乙は、自己の費用と責任において、騒音、臭気、振動 、地盤沈

下その他 委託業務 の遂行に より近隣 住民の生 活環境 や 周辺環境 に

与える影 響を検討 し、合理 的に要求 される範 囲の対策 （当該影 響

が生じた 場合の対 応策のみ ならず、 予防策も 含む。 な お、 乙が 委

託業務の 実施過程 で本件土 地の井水 を利用す る場合に は、定期 的

な 水 質 検 査 そ の 他 使 用 井 水 の 安 全 確 保 に 関 す る 対 策 、 井 水 の 枯

渇・減水 に関する 対策、井 水使用 に 起因する 地盤沈下 に関する 対
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策を必ず 含むもの とする。 これらの 対策の欠 缺又は未 達等によ り

生じた損 害又は追 加費用等 は乙が負 担する。 ）を実施 するもの と

する。  

６  前項に定める対策の実施について、甲の請求があった場合、乙

は、甲に 対して、 その内容 及び結果 を報告す るものと し、甲は 、

乙に対して、必要に応じて協力するものとする。  

７  本事業を行政サービスとして実施することに関する住民反対運

動及び訴訟については、甲が責任を負うものとする。  

 

（本件施設の委託業務に関する許認可及び届出等）  

第 23条  乙は、委託業務 に関する本契約上の義務を履行するために

必要な許 認可を、 自己の責 任及び費 用におい て取得し なければ な

らない。 ただし 、 甲が申請 する必要 が生じた 場合には 、甲が必 要

な措置を 講ずるも のとする 。 なお、 乙は、 要 求水準書 の定める と

こ ろ に 従 い 、 食 品 衛 生 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 233号 ） 第 55条 に よ る

営業許可 を取得の 上で 委託 業務開始 予定日ま でに（営 業許可を 更

新したと きは、更 新後１ か 月以内に ）営業許 可書等の 写しを甲 に

提出するものとする。  

２  乙が甲に対して協力を求めた場合、甲は乙による前項に定める

許認可及び届出等に必要な資料の提出その他について協力する。  

３  甲が乙に対して協力を求めた場合、乙は甲による許認可及び届

出等に必要な資料の提出その他について協力する。  

 

（第三者の使用）  

第 24条  乙は、落札者 提案で明示された者以外の者に委託業務 を実

施させる 場合は、 事前に甲 の承諾を 得るもの とし、こ れを変更 す

る場合も 同様とす る。 ただ し 、甲は 承諾を拒 む合理的 理由がな い

限り、これらの承諾を速やかに与えるものとする。  

２  乙が入札説明書等及び落札者提案又は前項の定めに基づき 委託

業務を第 三者に対 して委託 する場合 、第三者 への委託 は全て乙 の



20 

責任にお いて行う ものとし 、 本件施 設の委託 業務 に関 して乙又 は

その受託 者が使用 する一切 の第三者 の責めに 帰すべき 事由は、 全

て乙の責 めに帰す べき事由 とみなし て、乙が 責任を負 うものと す

る。  

３  乙は、甲に報告した 本件施設の委託業務 の実施体制に係る事項

に変更、 追加等が 生じた場 合には、 速やかに かかる変 更、追加 等

について甲に報告しなければならない。  

 

（業務報告書等）  

第 25条  乙は、甲に対して、 毎日、 毎月及び毎四半期の各業務終了

後 10日（ その日が 閉庁日の 場合には 翌開庁日 ）以内に 、要求水 準

書に従い 運営業務 報告書及 び維持管 理業務報 告書を提 出し、報 告

対象の日 、 月及び 四半期の 委託業務 の遂行状 況を甲に 報告する も

のとする。  

２  乙は、第１項に定める業務報告書の ほか、要求水準書に従い、

各種の日 誌、点検 記録、報 告書等を 作成し、 保管 する ほか、 提 供

食数や温 度、残食 量 のほか 、配膳室 、配送 な ど各種記 録につい て

運営期間 にわたる 全てのデ ータを可 能な限り 電子デー タ化し、 保

存しなけ ればなら ない。乙 は、甲の 求めがあ るときは 、それら の

日誌、点 検記録、 報告書等 を甲の閲 覧に供し 、各種記 録につい て

の電子デ ータを甲 の求めに 応じて速 やかに提 供し なけ ればなら な

い。  

 

（セルフモニタリング）  

第 26条  乙は、自らの費用負担において、 委託業務に係るサービス

水準（要求水 準書 に従い、要求 水準 書に定める各 項目 に対応して 、

委託業務 に係るサ ービスが 要求水準 書に定め る要求水 準に合致 し

ているか を確認す る基準と して 落札 者 提案に より全て 合致して い

るか否か で判断で きるよう に設定さ れた基準 とする。 以下「業 務

サービス 水準」と いう。） を維持・ 改善する ために、 運営業務 及
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び維持管 理業務の 各業務に 関し、セ ルフモニ タリング 実施計画 書

を作成の うえ 、定 期的に、 また、必 要に応じ て随時に 、当該セ ル

フモニタ リング実 施計画書 並びに 入 札説明書 等及び落 札者 提案 に

基づきセ ルフモニ タリング を行 い、 業務サー ビス水準 の維持・ 改

善を図るもの とす る。 なお、乙 によ るセルフモニ タリ ングの項目 、

基準、方 法等につ いては、 甲が実施 するモニ タリング との連携 に

十分に配 慮して、 甲と協 議 の上で設 定され 、 乙が作成 するセル フ

モニタリング実施計画書に反映され るものとする。  

２  乙は、前項の定めるところに従って実施された セルフモニタリ

ングの評 価を踏ま えて、重 要事項 を 甲に報告 する とと もに、 そ れ

以降に作 成される 全ての 業 務計画書 に それぞ れ該当又 は関連す る

箇所に反 映する も のとする 。なお、 甲に報告 すべき重 要事項並 び

に各業務 計画書に それぞれ 該当又は 関連する 個所に 反 映するべ き

事項とその内容については、甲と協議の上で定めるものとする。  

 

（モニタリング）  

第 27条  甲は、自らの費用負担において、 委託業務の要求水準を確

保するた めに、 別 紙７の手 続きに従 い 、モニ タリング を行うも の

とする。 なお、 甲 は、かか るモニタ リングに おいて 、 乙から提 出

される業 務報告書 を検討す るほか、 業務報告 書 の内容 を確認す る

ため、施 設巡回、 業務監視 、乙に対 する説明 要求及び 立会い等 を

行うほかに、 必要 に応じ た措置 を実 施することが でき るものとし 、

乙は、当 該モニタ リングの 措置の 実 施につき 、甲に対 して最大 限

の協力を行うものとする。  

２  甲は、前項の定めるところに従って モニタリングを実施 する場

合、随時 モニタリ ングを除 き 、モニ タリング 項目につ いては各 モ

ニタリン グの実施 日までに 甲が決定 し、乙に 通知する ものとし 、

乙は、か かる モニ タリング 項目 につ いての 業 務確認に 必要な 準 備

と協力を 行うもの とする。 その結果 、 当該業 務確認に 必要な準 備

がモニタ リング実 施日まで に 完了さ れ 得ない と認める 場合には 、
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その旨を 甲に対し て、 甲の 通知 受領 後 10日以 内に通知 するもの と

する。  

３  前各項によるモニタリングの結果、 当該モニタリング 対象の委

託業務の 実施状況 が本契約 、 入札説 明書 等、 マニュア ル、 長期 運

営業務計 画書、年 度運営業 務計画書 、 長期維 持管理業 務計画書 、

年度維持 管理業務 計画書 又 は落札者 提案の内 容を逸脱 している こ

とが判明した 場合 、甲は乙に対 して その是正を指 導す るものとし 、

乙に対し、別 紙 ７ の手続きに従 い必 要な措置をと るこ とができる 。

この場合 、乙は 第 25条に記 載する業 務報告書 において かかる指 導

に対する 対応状況 を甲に対 して報告 するほか 、甲の指 示に従わ な

ければならない。  

４  甲は、モニタリングの実施、説明要求、説明の実施及び立会い

の実施そ れ自体を 理由とし て、本件 施設の委 託業務 の 全部又は 一

部について、何らの責任を負担するものではない。  

 

（第三者に及ぼした損害等）  

第 28条  乙が委託業務の実施に伴い第三者に損害を及ぼした場合、

乙は、当 該損害を 当該第三 者に対し て賠償す るものと する。 た だ

し、乙の責め に帰 すべき事由に よら ない場合はこ の限 りではない 。  

２  乙が善良なる管理者の注意義務を尽くしても委託業務 に伴い避

けること ができな い騒音、 臭気、振 動その他 の理由に より、乙 が

第三者に 対して損 害を及ぼ した場合 は、甲が 当該第三 者に対し て

当該損害を賠償する。  

 

 

第２節  維持管理業務  

 

（法令等の遵守）  

第 29条  乙は、適用のある法令や各種基準等に基づくほか、「建築

保全業務 共通仕様 書」の最 新版の点 検項目を 乙の判断 で適宜参 考
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にした落 札者 提案 に基づき 、建物・ 設備等の 点検・保 守を行う ほ

か、維持管理業務を実施しなければならない。  

 

（維持管理業務計画書の提出）  

第 30条  乙は令和 ７年７月末日までに、本契約、 入札説明書 等及び

落札者提 案に基づ き長期維 持管理業 務計画書 及び長期 修繕計画 書

並びに委 託業務開 始予定日 が属する 事業年度 に係る年 度維持管 理

業務計画 書 を作成 して、甲 に提出し 、 いずれ も 甲の確 認を受け な

ければならない。  

２  乙は、委託業務開始日以降に開始日が到来する 各事業年度 に関

し、当該事業 年度 が開始する 30日前 までに本契約 、 入 札説明書 等 、

長期維持 管理業務 計画書及 び 長期修 繕計画書 並びに 落 札者 提案 に

基づき、 年度維持 管理業務 計画書を 作成して 、甲に提 出し、 当 該

事業年度が開始する前に甲の確認を受けなければならない。  

３  乙は、甲の確認を受けた維持管理業務計画書を変更しようとす

る場合には、甲の承諾を受けなければならない。  

４  甲は、維持管理業務計画書の確認又はその変更の承諾を行った

ことそれ 自体を理 由として 、本件施 設の維持 管理の全 部又は一 部

について何らの責任を負担するものではない。  

 

（本件施設の補修・修繕）  

第 31条  乙は、入札説明書 等及び落札者 提案に従い、本件施設の補

修・修繕 を、自己 の費用と 責任にお いて実施 するもの とする。 た

だし、甲 の責めに 帰すべき 事由によ り本件施 設の補修 ・修繕を 行

った場合、甲 は、 これに要した 一切 の費用を負担 する ものとする 。  

２  乙が本件施設の補修・修繕を行った場合、乙は、 使用した設計

図、施工図等の書面を甲に対して提出するものとする。  

 

（計画外の補修・修繕）  

第 32条  乙が長期修繕計画書 及び年度維持管理業務計画書のいずれ
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にも記載のない修繕（ ただし、軽微なものを除く。）を行う場合、

乙は、事前に甲に 対してその内容そ の他必要な事項を 通知し、か

つ、甲の事前の承 諾を得るものとす る。 ただし、直ち に修繕を行

わなければ重大な損害を生じる恐れがある場合については、乙は、

甲の事前の承諾なく当該修繕を行うことができ、この場合、乙は、

修繕後速やかに甲 に対しその内容等 必要な事項を報告 するものと

する。  

２  前項の定めにかかわらず、甲が運営期間終了後において本件施

設の劣化 状況にあ わせて大 規模修繕 等を行う 予定であ ることを 踏

まえ、乙 は、一時 期に全面 的に修繕 する行為 その他要 求水準書 に

定める大 規模修繕 に該当す る行為に ついては 、 乙の費 用と責任 で

行う場合 を除き、 これを行 う義務を 負わ ず、 甲が甲の 費用と責 任

でこれを 行うもの とする 。 ただし、 本件施設 における 建築物・ 建

築設備・ 付帯施設 において 、主要設 備等の機 能が著し く低下し 、

大規模修 繕を行わ ないと委 託業務の 実施その 他本事業 の遂行に 支

障を来す ものと甲 が判断し た場合に おいて、 乙が実 施 した定期 的

な保守・ 修繕履歴 等を 甲が 確認した 結果 によ り 乙の責 めに帰す べ

き場合そ の他 第 27条の定め るところ に従って 実施され た甲のモ ニ

タリング により同 条第３項 の適用が ある場合 には、こ の限りで な

い。  

３  乙が前各項の定めるところに従って 本件施設の補修・修繕を行

った場合 、乙は、 使用した 設計図、 施工図等 の書面を 甲に対し て

提出するものとする。  

 

 

第３節  運営業務  

 

（法令等の遵守）  

第 33条  乙は、適用される法令、 「学校給食衛生管理基準」 、「学

校給食の 管理と指 導」 及び 「大量調 理施設衛 生管理マ ニュアル 」
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等の各種 基準、 学 校給食に 関する通 知及び通 達等、並 びにその 他

の所轄官 庁の指導 等を遵守 して 運営 業務 を実 施しなけ ればなら な

い。  

２  法令以外の所轄官庁の通達、要綱等の変更があるときは、乙は

甲の指示に従うものとする。  

３  入札説明書等及び 落札者提案に基づき、 乙のＨＡＣＣＰ対応マ

ニュアル 及び一般 的衛生管 理の適正 な履行状 況につい て、必要 に

応じて甲は確 認を 行い、不適合 箇所 が指摘された 場合 、乙に対し 、

甲が定め る期間内 にその改 善を求め 、その結 果報告の ために改 善

報告書を甲に提出することを求めることができる。  

 

（運営業務計画書及びマニュアルの提出）  

第 34条  乙は、本契約、 入札説明書 等及び落札者提案 に基づき、Ｈ

ＡＣＣＰ対応マニ ュアル 及び運営 マ ニュアル を令和７ 年７月末日

までに、長期運営 業務計画書 及び委 託業務開始予定日 が属する事

業年度に係る年度 運営業務計画書 を 同年７月末までに 、それぞれ

作成して、甲に提 出し、 いずれも 甲 の確認を受けなけ ればならな

い。  

２  乙は、委託業務開始日以降に開始日が到来する 各事業年度 に関

し、当該事業年度 が開始する 30日前 までに、本契約、 入札説明書

等、長期運営業務 計画書及び 落札者 提案に基づき、 年 度運営業務

計画書を作成して 、甲に提出し、 当 該事業年度が開始 する前に甲

の確認を受けなければならない。  

３  乙は、甲の確認を受けた運営業務計画書 又はマニュアル を必要

に応じて随時改善 するものとし、改 善の都度直ちに、 甲に対し、

改善された最新版を提出し、甲の承諾を受けなければならない。  

４  第１項から第３項までの規定に定めるところに従って業務の開

始に先立って提出 されたものを含め 、甲は、前各項の 定めるとこ

ろに従って提出さ れた（最新版の） 運営業務計画書及 びマニュア

ルを確認の上、異 議を申し述べるこ とができるものと し、乙は、
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かかる甲の異議を 受けたときは、甲 の承諾が得られる まで、必要

な修正を行うものとする。  

５  甲は、運営業務計画書 若しくはマニュアル の確認又はその変更

の承諾を行ったこ とを理由として、 本件施設の運営の 全部又は一

部について何らの責任を負担するものではない。  

 

（管理責任者）  

第 35条  乙は、要求水準書 及び落札者 提案に従い、給食提供開始前

までに、 統括責任 者、調理 責任者、 調理副責 任者、 食 物アレル ギ

ー対応食 調理責任 者、 食品 衛生責任 者 、配送 責任者及 び 学校配 膳

責任者を 、それぞ れ選任し 、添付書 類ととも に、選任 報告書を 甲

に提出するものとする。  

２  乙は、前項に従い甲に報告した者を変更した場合には、変更後

１か月以 内に、添 付書類と ともに、 変更後の 者の選任 報告書を 甲

に提出す るものと する。変 更の報告 に係る者 を変更す る場合も 同

様とする。  

 

（法定責任者の設置）  

第 36条  乙は、要求水準書及び 落札者 提案に従い、委託業務開始予

定日まで に、 法令 上設置が 必要とさ れる 防火 管理 責任 者その他 の

法定責任 者 を設置 し、防火 管理者証 その他法 定資格を 証する書 類

の写しその他 要求 水準書に定め る書 類 を甲に提出 する ものとする 。  

２  乙は、前項に従い甲に報告した 法定責任者を変更した場合には、

変更後１ 週間以内 に、変更 後の者 を 届け出る とともに その者が 有

する法定 資格を証 する書類 の写しそ の他要求 水準書に 定める書 類

を甲に提 出するも のとする 。変更の 報告に係 る者を変 更する場 合

も同様とする。  

 

（調理等業務その他）  

第 37条  乙は、甲が作成した献立に記載された給食を、甲が検収の
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上、乙に 提供する 食材を材 料として 調理し、 甲が指定 する配送 先

学校に運搬する。  

２  甲が作成した献立及び提供食数に応じて、乙は 、要求水準書に

定める調 理指示書 を作成し 、２週間 前までに 甲の了承 を得るも の

とし、か かる甲の 了承を得 られた調 理指示書 に従 い、 給食の提 供

その他運 営業務を 実施する ほか、 乙 が給食を 提供すべ き日及び 乙

が用意す べき給食 の食数並 びに給食 を配送す る配送先 学校を乙 に

通知する方法 及び 手続きは 入札 説明 書 等に規定さ れた 方法とする 。

入札説明 書 等に規 定されて いない詳 細事項、 具体的な 運用上の 取

り扱い等は、甲と乙が別途協議して定めることができる。  

３  前項により甲と乙が定めた事項は書面によるものとし、甲乙 は

いずれもこれを遵守するものとする。  

４  自然災害やインフルエンザ 、感染症 の流行による学級閉鎖等の

事情で、 第２項に より甲と 乙が書面 で定めた 事項に急 遽変更が 生

じた場合 は、前項 の定めに かかわら ず、乙は 、甲の要 請に応じ て

調理作業、運搬を停止する。  

 

（食中毒等）  

第 38条  乙は、要求水準書に規定された事項を遵守し、かつ 、善良

なる管理者の注意 義務をもって運営 業務を実施し、法 令及び所轄

官庁の指導、基準 等を満たした安全 な給食を提供しな ければなら

ない。  

２  給食配送先学校において食中毒 等が発生した場合、乙は、自己

の費用により、保 健所等の所轄官庁 が行う原因究明調 査に協力す

るものとする。  

３  前項の場合、乙も自らの費用により、原因究明の調査を行い、

その結果に関して 甲の承諾を得るも のとする。甲はか かる承諾に

つき、合理的理由 なくして留保、遅 延又は拒絶をしな いものとす

る。  

４  給食の摂取が原因で第三者に損害を与えた場合、乙はこれを賠
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償するものとし、 甲が当該第三者に 対し損害金を支払 い又は損害

賠償義務等を負担 したときは、甲の 請求により当該損 害金又は損

害賠償債務の金額に相当する金額を 甲に支払わなければな らない。

ただし、乙がその 責めに帰すべき事 由によらないこと を明らかに

した場合又は原因 解明に最善の努力 を尽くしてもなお 責任の所在

が明らかにならな い場合でその結果 に関し甲の承諾を 得た場合に

は、甲に対して当 該損害金又は損害 賠償債務の金額に 相当する金

額を支払う義務を負わないものとする。  

５  乙の調理した給食の摂取が原因で第三者に損害が生じた場合に

おける、本件施設 の運営ができない 期間の委託料 の支 払い及び損

害賠償（前項本文 により甲が乙に対して 請求できるものを除く。）

は、以下のとおりとする。  

(1) 甲の責 めに 帰すべき事由 によ る場合、 委託 料に ついては、

本件施設の運営ができない期間において乙が出費を免れた費

用を控除した金額 が支払われる ものとし、かつ、乙の甲に対

する損害賠償請求を妨げない。  

(2) 甲及び 乙の 責めに帰すこ との できない事由 によ る場合、及

び乙が原因解明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が

明らかにならない場合で、原因解明につき第３項の甲の承諾

を得た場合、 委託料については、本件施設 の運営ができない

期間において乙が出費を免れた費用を控除した金額 が支払わ

れるものとし、その他、甲又は乙による損害賠償 の義務 はな

いものとする。  

(3) 上記 第 (1)号 及び第 (2)号以外 の場合、 本 件施設 の運営が で

きなかった 期間の委託料の固定料金のうち本件施設の維持管

理業務 に係る部分のみが支払 われる ものとし、かつ、甲の乙

に対する損害賠償請求を妨げない。  

６  前項の場合で、第 42条第１項に定める 委託料の請求書を甲が受

領すると きまでに 、甲又は 乙のいず れの責め に帰すべ き事由に よ

るものか が判明し ないとき 又は原因 不明の結 果に関し て甲の承 諾
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が得られ ないとき は、甲は 、乙に対 し、乙の 請求に基 づ く委託 料

について 、本件施 設の運営 ができな い期間の 委託料の 固定料金 の

うち維持 管理業務 に係る部 分のみを 支払う 義 務を負う 。かかる 支

払いがあ った 後、 当該食中 毒等 が前 項第 (1)号又 は (2)号の事由 に

よるもの であるこ とが判明 した場合 に 限り、 甲は委託 料のうち 当

該食中毒 により本 件施設の 運営がで きなかっ た期間の 運営業務 に

係る未払い部分を、乙の請求により支払うものとする。  

 

 

第７章  本事業の委託料の支払い  

 

（本事業の委託料の支払い）  

第 39条  甲から乙への 本事業の委託料 の支払額は、別紙５に定める

ところにより計算するものとする。  

２  甲又は乙は、 第 41条第３項の定めるところに従って委託料が改

定されて もなお、 賃金水準 又は物価 水準の変 動により 、 委託料 が

不適当と なったと 認めたと きは、相 手方に対 して本事 業の 委託 料

の変更を請求することができる。  

 

（引継業務の対価の支払い）  

第 40条  運営業務及び維持管理業務に係る引継業務の対価 は、委託

料に含ま れる もの と し、乙 は、甲に 対し、引 継業務の 対価とし て

別段の請求を行うことができないものと する。  

 

（委託料の支払い）  

第 41条  甲は、運営期間中、委託料を別紙５に定めるところに従い、

乙に支払 うものと する。委 託料は固 定料金と 変動料金 とで構成 さ

れる。た だし、本 件施設に て調理し た給食の うち、委 託業務に 係

る業務従 事者が喫 食した給 食は、こ の限りで なく、当 該給食に 係

る学校給 食費につ いては乙 が自ら負 担し又は 当該業務 従事者を し
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て負担させるものとする。  

２  前項に規定する委託料の支払いは、別紙５の定めるところに従

い、令和 ７年度 第 ３四半期 から令和 17年度第 ２四半期 までの四 半

期毎、全 40回の支払いとする。  

３  委託料は、別紙５に従い、物価変動に基づき、年に１回改定す

るものとする。  

４  甲又は乙は、別紙５の定める 各 事態が生じ、受配校の全部又は

一部への 給食提供 の全部が 中止又は 停止 され た場合そ の他別紙 ５

の定める 甲乙間の 協議が必 要とされ る場合 は 、当該事 態に応じ て

別紙５が 定めると ころに従 って 相手 方に対し て委託料 の変更等 に

ついて協議を申し入れることができる。  

 

（委託料の支払手続）  

第 42条  乙は、各四半期末において、 第 25条第１項に基づく当該四

半期の委 託業務の 遂行状況 に係る業 務 報告書 受領 後 10日以内に 、

甲から別 紙５第３ 項ウ に規 定する 当 該業務報 告書を確 認した旨 の

通知を受 けた とき は、速や かに、甲 に対して 、当該四 半期分に お

ける別紙 ５ 第２項 に定める 算定方法 により算 定された 額の委託 料

の請求書 を提出す るものと する。ま た、乙は 、業務報 告書の提 出

から 10日 以内に、 甲から、 第 27条第 ３項に規 定する是 正を指導 す

る旨の通 知を受け ていない 場合にも 、甲に対 して、委 託料の請 求

書を提出することができる。  

２  甲は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日

から 30日以内に係る委託料の支払いを行うものとする。  

 

（委託料の減額）  

第 43条  第 27条による甲の業務確認により、 委託業務について本契

約、入札説明書 等 、業務計画書又は 落札者提案に定め る内容を満

たしていない事項 が存在することが 判明した場合、甲 は、乙に対

して別紙７の手続 に従い 委託料を減 額又は支払停止す ることがで
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きるものとする。  

 

（委託料の返還）  

第 44条  業務報告書に虚偽の記載があることが判明し、甲がこれを

乙に対して通知し た場合、乙は、甲 に対して、当該虚 偽記載がな

ければ甲が前条の 規定に従い減額し 得た委託料 の金額 を速やかに

返還するものとする。  

 

（委託料の調整）  

第 45条  本契約に規定されたもの以外で 本事業に関する特別な措置

（事業者の税の軽 減を目的とする措 置を含む。）が生 じた場合、

甲と乙は、委託料 の減額を目的とし て、その算定方法 及び支払条

件等について見直 しのための協議を 行うものとし、協 議が整った

ときは、委託料を調整するものとする。  

 

 

第８章  契約期間  

 

（契約期間）  

第 46条  本契約の契約期間は、契約の締結日から、 令和 17年８月 31

日までとする。  

２  前項の定めにかかわらず、第 77条、第 78条その他 甲及び乙双方

いずれに も その効 力 を終了 させる意 思がない 規定は、 その定め る

ところに 従って本 契約の契 約 期間満 了 後も効 力を有し 、当事者 を

法的に拘束する。  

 

第９章  契約の終了  

 

第１節  乙の事由による契約終了  
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（乙の債務不履行による契約終了）  

第 47条  次に掲げる場合は、甲は、乙に対して書面により 相当な期

間を定めてそ の履 行の催告をし 、そ の期間内に履 行が ないときは 、

本契約を書面による通知により終了させることができる。  

(1) 乙が、 別紙 １に定める 委 託業 務開始 予定日 に 又 は委託業務

開始予定日後相当期間内に引継業務を完了し、 給食の提供を

開始する見込みがないと明らかに認められるとき  

(2) 別紙７に定める手続により解除するとき  

(3)  給 食 配 送 先 学 校 に お い て 食 中 毒 が ２ 回 以 上 発 生 し た と き

（同一の給食配送先学校かどうかは問わない 。）  

(4) 連続し て７ 営業日以上、 乙が 委託業務を行 わな いとき 又は

正当な事由がないのに、作業に着手すべき時期を過ぎても作

業に着手しないとき  

(5) 第 35条に規定する管理責任者を設置しなかったとき  

(6) 乙の委 託業 務の実施義務 以外 の本契約上の 債務 の不履行が

あったとき  

２  次に掲げる場合は、甲は、乙に対して書面により 催告すること

なく、直ちに本契約を終了させることができる。  

(1) 乙に係 る、 破産 手続開始 、更 生 手続開始、 再生 手続開始又

は特別清算の手続について乙の取締役会でその申立を決議し

たとき又は第三者（乙の取締役を含む。）によりその申立が

なされたとき  

(2) 乙が、 意図 的に、業務報 告書 に著しい虚偽 記載 を行い、甲

がこれを訂正するよう指示したにも かかわらず かかる指示に

従わないとき  

(3) 第 63条 の規 定に違反し、 本 契 約により生ず る権 利又は義務

を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又はその権利を担保

に供したとき  

(4) 本契約 の履 行の全部を完 了さ せることがで きな いことが明
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らかであるとき  

(5) 乙が本 契約 の履行の全部 の完 了を拒絶する 意思 を明確に表

示したとき  

(6) 乙の債 務の 一部の履行が 不能 である場合又 は 乙 がその債務

の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、

残存する部分のみでは契約をした目的を達することができな

いとき  

(7) 前各号 に掲 げる場合のほ か、 乙がその債務 の履 行をせず、

甲が前項の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる

履行がされる見込みがないことが明らかであるとき  

(8) 契約の 履行 にあた って法 令の 規定により必 要な 許可又は認

可等を失ったとき  

(9) 暴力団 （暴 力団員による 不当 な行為の防止 等に 関する法律

（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実

質的に関与していると認められる者に 委託料 債権を譲渡した

とき  

(10) 第 49条又は第 50条の規定によらないで乙が本契約の解除を

申し出たとき  

(11) 乙が別紙８の第２章「暴力団排除に関する特約条項 」第２

条第１項各号に該当するとき  

(12) 前各号のほか、本契約に関して甲が落札者との間で締結し

た基本協定書が解除されたとき  

３  甲は、前各項の規定により 本契約を解除する場合において、 乙

の所在を 確認でき ないとき は 甲の事 務所にそ の旨を掲 示するこ と

により、 乙への通 知にかえ ることが できるも のとする 。この場 合

における その効力 は、掲示 の日から 10日を経 過したと きに生ず る

ものとする。  
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４  第１項又は第２項に定める場合が甲の責めに帰すべき事由によ

るもので あるとき は、甲は 、第１項 又は第２ 項の規定 による契 約

の解除をすることができない。  

 

（甲の損害賠償請求等）  

第 48条  次の各号のいずれかに該当する 場合、その事由の発生した

日 か ら 年 2.5パ ー セ ン ト の 割 合 に よ る 利 息 を 付 し て 、 甲 は 、 乙 に

対し、こ れによっ て生じた 損害の賠 償を 甲が 指定する 期限まで に

支払うよ う 請求す ることが でき、ま た 、乙は 、甲に対 して、 そ の

該 当 し た 日 が 属 す る 事 業 年 度 の 単 年 度 契 約 金 額 の 100分 の 10に 相

当する金 額並びに これに係 る消費税 及び地方 消費税相 当額の合 計

金 額 を 違 約 金 と し て 同 日 か ら 年 2.5パ ー セ ン ト の 割 合 に よ る 利 息

を付して甲の指定する期間内に 支払うものとする。  

(1) 第 47条の規定に基づいて本契約が解除された場合  

(2) 乙がそ の債 務の履行を拒 否し 、又は 乙の責 めに 帰すべき事

由によって乙の債務について履行不能となった場合  

２  次の各号に掲げる者が 本契約を解除した場合は、前項第２号に

該当する場合とみなす。   

(1) 乙につ いて 破産手続開始 の決 定があった場 合に おいて、破

産法（平成 16年法律第 75号）の規定により選任された破産管

財人  

(2) 乙につ いて 更生手続開始 の決 定があった場 合に おいて、会

社 更 生 法 （ 平 成 14年 法 律 第 154号 ） の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た

管財人  

(3) 乙につ いて 再生手続開始 の決 定があった場 合に おいて、民

事 再 生 法 （ 平 成 11年 法 律 第 225号 ） の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た

再生債務者等  

３  第１項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担

保の提供 が行われ ていると きは、 甲 は、当該 契約保証 金又は担 保

をもって第１項の違約金 に充当することができる。  
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第２節  甲の事由による契約終了  

 

（甲の債務不履行による契約終了）  

第 49条  甲が本契約に基づいて履行すべき 委託料の支払いを遅延し

た場合、甲は、乙 に対して、当該支 払うべき金額につ き遅延日数

に応じ、当該支払 遅延が生じたとき の政府契約の支払 遅延防止等

に 関 す る 法 律 （ 昭 和 24年 法 律 第 256号 ） 第 ８ 条 の 規 定 に よ り 財 務

大臣が銀行の一般 貸付利率を勘案し て決定する率で計 算した額を

遅延損害金として支払うものとする。  

２  甲が本契約上の重要な義務に違反し、かつ、乙による通知の後

60日以内に当該違 反を是正しない場 合又は甲の債務不 履行により

本事業の目的を達成することができないと認められる場合、乙は、

本契約の全部を解除することができるものとする。  

３  前項により本契約が解除された場合、 甲は、乙に対して、当該

解除により乙が被った損害を賠償するものとする。  

 

 

第３節  不可抗力及び法令変更による契約終了  

 

（不可抗力又は法令変更による契約終了）  

第 50条  本契約の締結後における 不可抗力又は法令変更により、甲

が本事業 の継続が 困難と判 断した場 合又は甲 が本契約 の履行の た

めに多大 な費用を 要すると 判断した 場合、甲 又は乙は 、相手方 と

協議の上 、本契約 を終了さ せること ができる 。甲の要 請により 本

契約を終 了させる 場合、甲 は、乙が 本契約の 終了によ り支出し た

実費相当額を負担するものとする。  
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第４節  契約終了時の事務  

 

（契約終了時の引継業務）  

第 51条  乙は、要求水準書の定めに従い、 事業期間終了 日において、

本件施設 の全てが 要求水準 書で示し た性能及 び機能が 発揮でき 、

著しい損 傷がない 状態で甲 へ引き継 げるよう 維持管理 を行い、 運

営期間満 了日の概 ね３年前 より （そ れ以前に 、本契約 が中途終 了

するとき は、可及 的速やか に） 、乙 が本件施 設の明渡 しの時点 で

確保する べき本件 施設の状 態につい て甲との 間の協議 に応じ、 か

かる協議 を経て甲 が決定し た本件施 設の状態 で以て 事 業 期間終 了

日に本件施設の明渡しを行うものとする。  

２  前項の定めるところに従って乙が本件施設の明渡しの時点で確

保するべ き本件施 設の状態 とするた めの修繕 を含め、 運営 期間 中

に行うべ き各種の 修繕（大 規模修繕 を除く。 本契約の 中途終了 時

における 業務サー ビス水準 未達につ いては全 て運営期 間中に行 う

べき修繕 があるも のとみな されるも のとする 。）は、 甲の帰責 事

由及び不 可抗力に より必要 となった ものを除 き、全て 維持管理 業

務の範囲 内のもの として乙 の責任と 費用負担 で実施さ れるもの と

する。た だし、性 能及び機 能を満足 する限り において 、事業期 間

満了時に おける経 年による 劣化につ いては、 乙は、そ の修繕の 責

めを免れるものとする。  

３  乙は、本契約に別段の定めがある場合を除き、第２項の定める

ところに 従って 甲 と協議を 行うに あ たっては 、甲に対 して、予 防

保全を踏 まえた事 業期間終 了までの 本事業に おける維 持管理実 績

を踏まえ 、 運営期 間 満了後 に甲が予 定する本 件施設の 劣化状況 に

あわせた 大規模修 繕等を行 うにあた り甲が効 率的・効 果的に適 切

な修繕・ 更新等に 取り組む ことがで きるよう 、また、 甲及び後 任

の事業者 が本件施 設を継続 使用し、 運営業務 を円滑か つ支障な く

実施でき るよう 、 運営期間 満了日 の ６か月前 より（そ れ以前に 、

本契約が 中途終了 するとき は、可及 的速やか に） 、委 託業務の 遂
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行に関し て必要な 事項を説 明し、か つ 、乙が 用いた 委 託業務 に 関

する施設 管理台帳 、 操作要 領、申し 送り事項 その他の 資料 ・記 録

その他情 報 を提供 す るとと もに、委 託業務の 承継に必 要な「引 継

マニュア ル」を運 営期間 満 了日 の６ か月前ま でに （そ れ以前に 、

本契約が 中途終了 するとき は、可及 的速やか に） 作成 し、甲に 提

出するほ か、引継 ぎに必要 な協力 ・ 支援等 を 行うもの とする。 か

かる引継 ぎについ て、乙は 、引継ぎ 内容が不 十分であ ることに 起

因した事 故等を防 止するた め、危険 注意箇所 等につい て十分確 認

を行うと ともに、 本件施設 の 運営及 び 維持管 理に必要 な情報を 遅

滞なく後 任の事業 者へ提供 するなど 、引継ぎ に遺漏の ない よう に

しなければならない。  

４  乙は、入札説明書 等及び落札者 提案に基づき、運営期間 満了日

の３年前 までに （ それ以前 に、本契 約が中途 終了する ときは、 可

及 的 速 や か に ） 、 (i)事 業 期 間 中 に 行 っ た 修 繕 内 容 に つ い て 一 覧

に す る と と も に 、 完 成 図 に 該 当 箇 所 を 図 示 し た 「 修 繕 記 録 報 告

書」、 (ii)事 業 期 間中に乙 が記 録し た施設管 理台 帳の 最新版電 子

デ ー タ 、 (iii)事 業 期 間 中 に 行 っ た 更 新 内 容 に つ い て 一 覧 に す る

とともに 、消耗具 合を具体 的に記載 して 事業 期間中に 乙が記録 し

た備品管 理台 帳、 (iv)本 事業終 了後 に甲が行 う必 要と 認められ る

大規模修 繕につい て、対象 物の耐用 年数、消 耗度等に 照らし、 各

部 分 の 修 繕 時 期 、 概 算 経 費 を 示 し た 次 期 修 繕 提 案 書 、 並 び に 、

(v)そ の 他 の 落 札 者 提 案 に 基 づ く 資 料 等 を 甲 が 合 理 的 に 満 足 す る

様式及び 内容で作 成し、甲 に提出し た 上で、 本事業期 間終了後 に

後任の事業者 が 維 持管理 業務を 円滑 かつ支障なく 遂行 できるよう 、

本件施設 の 明渡し に必要な 事項につ いて甲と の間で協 議を開始 す

るほか、 運営期間 終了 の１ 年前に （ それ以前 に、本契 約が中途 終

了すると きは 、可 及的速や かに ） 、 時点修正 を行 った 上記 (iv)記

載の次期修繕提案書を改めて甲に提出するものとする。  

５  乙は、事業期間終了後１年間について、 施設維持管理企業をし

て、連絡 窓口とし て、 無償 で後任の 事業者そ の他本件 施設に係 る



38 

業務の引 継ぎ先か らの問い 合わせを 受けさせ るほか、 甲が求め る

必要なサポー ト業 務を実施させ るも のとする。 こ の場 合において 、

甲の要請 があると きは、か かるサポ ート業務 に係る契 約を甲が 合

理的に定 める様式 及び内容 で甲との 間で 施設 維持管理 企業をし て

締結させるものとする。  

６  乙は、本契約 の解除その他事由の 如何を問わず、本契約が中途

終了する ときは、 甲の別段 の指示が ない限り 、 前各項 による委 託

業務の引 継ぎ完了 のときま で、本件 施設 につ いて、自 らの負担 で

必要最小限の維持保全に努めなければならない。  

 

（関係書類の引渡し等）  

第 52条  乙は、甲に対し、 前条による 委託業務の引継ぎ完了と同時

に、本件 施設の 保 守・点検 ・補修・ 修繕 に係 る書類そ の他本件 施

設の運営 及び 維持 管理に必 要な書類 一切を引 き渡さな ければな ら

ない。  

２  甲は、第１項に従い引渡しを受けた図書等について、本件土地

に本件施 設又はこ れに類似 する施設 を建設し 、又は本 件施設 の 維

持管理及 び運営の ために無 償で自由 に使用（ 複製、頒 布、改変 及

び翻案を 含む。以 下、この 項におい て同じ。 ）するこ とができ る

ものとし 、乙は、 甲による かかる図 書等の自 由な使用 が第三者 の

著作権及 び著作者 人格権を 侵害しな いよう、 必要な措 置をとる も

のとする。  

 

（契約終了時の調査・検査等）  

第 53条  乙は、甲が実施する本件施設の劣化調査に対して、要求水

準書に従い、必要 な資料（引継協議 に 係る提出書類に 記載するも

ののほか、躯体に 関する健全度の調 査や設備の性能試 験等を含む

が、これらに限ら れない。）を提供 し、要求水準書に 定める 各種

の建物劣化調査準備に協力するものとする。  

２  乙は、本契約が終了した場合、 要求水準書に従い、 以下の内容



39 

の検査を行う。か かる 甲の検査にお いて 不適合が認め られた場合

は、甲の指示に従 い、乙は、速やか に必要な 修繕等を 実施するも

のとする。  

(1) 本件施設の建築本体  

ア  構造上有害な鉄骨の錆・傷等  

イ  接合部のボルトのゆるみ等  

ウ  鉄筋コンクリート部分の構造上有害なクラック等  

エ  屋根、外壁等からの雨水等の侵入状況  

(2) その他  

ア  配管の腐食、錆こぶ等の状況、継ぎ手の損傷等  

イ  配管の水圧、気密等  

ウ  換気機器の風量や空調機器の能力等  

エ  その他建築設備・備品等が要求水準を満たしているか。  

３  乙は、前項に基づき 必要な修繕等 を実施した後速やかに、甲に

対し、必 要な修繕 等 が完了 した旨を 通知する ものとす る。甲は 、

かかる通 知を受領 後 10日以 内に 必要 な修繕等 の完了の 検査を行 う

ものとする。  

 

（契約終了時の事務）  

第 54条  乙は、本契約が終了した場合 において、本件施設又は 本件

土地等に おいて 乙 が所有又 は管理す る 消耗品 、 業務機 械器具、 仮

設物その 他の物件 （乙の業 務を受託 し 、又は 請け負う 者等が所 有

又は管理 する物件 を含み、 次項に従 い甲に無 償譲渡 又 は時価買 受

けされる 乙の所有 する 備品 を含まな い。 以下 「撤去物 件等」と い

う。）が あるとき は、 撤去 物件等を 直ちに撤 去し、甲 の確認を 受

けなければならない。  

２  乙は、本契約終了時に、 貸与備品を甲に返還するとともに、期

間満了に より本契 約が終了 する場合 は、 要求 水準書の 明示的な 定

めに基づ き 乙の所 有に係る 備品（も しあれば ） を甲に 無償で譲 渡

するもの と し、期 間満了以 外の理由 により本 契約が終 了する場 合
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その他要 求水準書 が明示的 に定める 場合 には 、甲は、 これを要 求

水準書が 明示的に 定めると ころに従 って 乙か ら買い受 けること が

できるものとする。  

３  乙は、本契約が終了する場合には、甲又は甲の指示する者に、

本契約及 び 入札説 明書 等に 基づき 必 要な引継 ぎ が完了 したこと の

確認を甲より受けなければならない。  

４  乙は、事由の如何を問わず、本契約が終了した場合には、第 25

条の規定 に かかわ らず 、本 条の業務 を全て終 了した上 で、業務 終

了から 10日以 内に 、最終支払対 象期 間の 業務報告 書 を 甲に提出し 、

甲の確認 を受ける ものとす る。 なお 、最終支 払対象期 間に係る 乙

の委託業 務 の実施 期間が 四 半期に満 たない場 合には、 甲は、乙 の

実施期間 に応じて 日割りし た金額を 、当該期 間の委託 料相当分 と

して乙に支払うものとする。  

 

 

第 10章  不可抗力  

 

（通知の付与）  

第 55条  本契約の締結日の後に不可抗力により、本契約、 入札説明

書等、落 札者 提案 又は業務 計画書で 提示され た条件 及 びマニュ ア

ルに従っ て委託業 務を行う ことがで きなくな った場合 又は本契 約

の履行の ための費 用の増加 が見込ま れる場合 、乙は、 その内容 の

詳細を記 載した書 面をもっ て直ちに これを甲 に対して 通知する も

のとする。  

２  本契約当事者は、前項の通知がなされた以降において、本契約

に基づく 自己の義 務が不可 抗力 によ り履行不 能となっ た場合、 履

行期日におけ る当 該義務の履行 義務 を免れるもの とす る。 ただし 、

当該当事 者は 不可 抗力 によ り相手方 当事者に 発生する 損害を最 小

限にするよう努力するものとする。  
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（協議及び追加費用の負担）  

第 56条  甲が乙から前条第１項の通知を受領した場合、甲及び乙は、

当該不可 抗力に対 応するた めに速や かに委託 業務開始 予定日、 本

契約、要 求水準書 、 マニュ アル、 業 務計画書 及び長期 修繕計画 書

の変更並びに追加費用の負担について協議するものとする。  

２  前項に規定する協議にかかわらず、不可抗力が生じた日から 60

日以内に 本契約等 の変更及 び追加費 用の負担 について の合意が 成

立しない 場合、甲 は、不可 抗力に対 する合理 的な対応 方法を乙 に

対して通 知し、乙 は、これ に従い本 事業 を継 続するも のとし、 こ

の場合の 追加費用 の負担は 、別紙４ に記載す る負担割 合による も

のとする。  

 

 

第 11章  法令変更  

 

（通知の付与）  

第 57条  本契約当事者は、 本契約の締結日 の後に法令が変更された

ことにより、本契 約に基づく自己の 義務を履行するこ とができな

くなった場合又は 本契約の履行のた めの費用の増加が 見込まれる

場合、その内容の 詳細を記載した書 面をもって直ちに これを相手

方当事者に対して通知するものとする。  

２  本契約当事者は、前項の通知がなされた以降において、本契約

に基づく自己の義務が適用ある法令に違反することとなった場合、

履行期日における 当該自己の義務が 適用法令に違反す る限りにお

いてその履行義務 を免れるものとす る。 ただし、当該 当事者は法

令変更により相手 方当事者に発生す る損害を最 小限に するよう努

力するものとする。  

 

（協議及び追加費用の負担）  

第 58条  甲が乙から前条第１項の通知を受領した場合、甲及び乙は、
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当該法令変更に対 応するために速や かに 委託業務開始 予定日、本

契約、要求水準書 、 マニュアル、 業 務計画書及び長期 修繕計画書

の変更並びに追加費用の負担について協議するものとする。なお、

税制改革等による新たな税制に伴う乙の税負担については、甲は、

協議に応じるものとする。  

２  前項の協議にかかわらず、法令変更の公布日から 60日以内に本

契約等の変更及び 追加費用の負担に ついての合意が成 立しない場

合、甲は、法令変 更に対する合理的 な対応方法を乙に 対して通知

し、乙は、これに 従い 本事業を継続 するものとし、こ の場合の追

加費用の負担は、別紙 ９に記載する負担割合によるものとする。  

３  本契約締結後に法令以外の所轄官庁の通達、要綱等の変更があ

るときは、乙は甲 の指示に従うもの とし、甲の指示に 従うことに

より、乙に追加費 用が生じる場合は 甲の負担として、 委託料の見

直しを行う。ただ し 、追加費用の額 が多大となる場合 には、甲は

本契約を解除できるものとし、第 50条の規定を準用する。  

 

 

第 12章  関係者協議会  

 

（関係者協議会の設置）  

第 59条  甲及び乙は、 本事業に関し必要な協議を行うため、 必要に

応じて関係者協議会を設置するものとする。  

２  関係者協議会は、 業務報告及び意見交換が行われるほか、 本契

約におい て甲乙の 協議によ るとされ る事項及 び甲乙が 必要と認 め

る事項の うち、関 係者協議 会で協議 される事 項として 合意され た

事項につ いて、協 議し、決 定するも のとする 。甲及び 乙は、か か

る関係者協議会の決定事項を遵守するものとする。  

３  甲及び乙は、必要と判断した場合には、関係者協議会の下部組

織として分会を設けることができる。  

４  関係者協議会は、甲及び乙を代表する者により構成されるもの
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とする。 また、甲 及び乙は 、 第 35条 に定める 管理責任 者を適宜 出

席させる ほか 必要 と判断し た場合に は、構成 員以外の 第三者を 関

係者協議 会又は分 会に招致 し、意思 決定に際 してかか る第三者 の

意見を聴取することができる。  

５  関係者協議会及び分会における協議事項は、出席者による十分

な討論を 経た上で 決定され るものと する。そ の他の関 係者協議 会

及び分会 の運営に 関する細 目事項は 、関係者 協議会に おける協 議

により定めるものとする。  

 

 

第 13章  その他  

 

（公租公課の負担）  

第 60条  本契約及び本契約に基づく一切の業務の実施に関連して生

じる公租公課は、 全て乙の負担とす る。甲は、 委託料 及びこれに

対する消費税（地 方消費税も含む。 ）を支払うほかは 、本契約に

別途定めがある場 合を除き、関連す る全ての公租公課 について別

途負担しないものとする。  

 

（遅延利息）  

第 61条  甲又は乙が本契約に基づき行うべき支払いが遅延した場合

には、第 49条第１ 項に定める場合を 除き、未払額につ き遅延日数

に 応 じ 年 2.5％ の 割 合 で そ れ ぞ れ 計 算 し た 額 の 遅 延 利 息 を 、 相 手

方に支払わなければならない。  

 

（遅延利息利率等の変更）  

第 61 条の２  前条その他本契約に定める履行遅延による遅延利息の

率並びに損害金、 違約金又は賠償金 の利息の率は、政 府契約の支

払遅延防止等に関 する法律第８条第 １項の規定に基づ き財務大臣

が決定した率に改 正があった場合、 その適用日から財 務大臣が決
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定した率に読み替えるものと する。  

 

（損害賠償）  

第 62条  甲及び乙は、それぞれ、本契約に定める義務を履行せず、

相手方に損害を生 じさせたときは、 本契約に特に定め る場合を除

き、当該損害を賠償しなければならない。  

 

（譲渡等の制限）  

第 63条  乙は、甲の事前の承諾がある場合を除き、 委託料債権及び

本契約上 の乙の地 位 の一部 又は全部 を第三者 に対して 譲渡し、 担

保に提供し、又はその他の処分をしてはならない。  

 

（事業者の兼業禁止）  

第 64条  乙は、本契約による事業以外の業務を行ってはならない。

ただし、落札者提 案において乙が落 札者であることが 明示されて

いる場合その他事前に甲の承諾を得た場合は、この限りでない。  

 

（新株発行等）  

第 65条  乙は、次の各号所定の行為のいずれかを行う場合、事前に

その旨を 甲に対し て書面に より通知 させ、 甲 による事 前の承諾 が

ない限り 、 その承 諾を得た 上で、こ れを行わ せ ないも のとする 。

ただし、 落札者提 案におい て乙が落 札者であ ることが 明示され て

いる場合その他事前に甲の承諾を得た場合は、この限りでない。  

(1) 出資者 の保 有する乙の株 式に ついての 乙の 設立 当時の出資

者以外の第三者に対する譲渡を承認すること。  

(2) 新株又 は新 株予約権の発 行そ の他の方法で 乙 の 設立当時の

出資者以外の第三者による乙への資本参加を決定すること。  

(3) 乙の設 立当 時の出資者以 外の 第三者による 出資 を認めるこ

ととなるか又は代表企業の出資比率が乙の出資者中最大とな

らなくなる新株又は新株予約権の発行その他の方法による増
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資を決定すること。  

２  前項本文の定めるところに従って甲の承諾を得て前項各号所定

のいずれ かの行為 を行った 場合、乙 は、自ら 及び当該 行為を行 っ

た出資者 をして、 当該行為 に係る第 三者との 間の契約 書、変更 後

の定款の 写しその 他甲が必 要とする 書面の写 しを、そ の行為後 速

やかに、 当該第三 者作成に 係る甲所 定の書式 の誓約書 を添えて 甲

に対して提出するものとする。  

 

（決算報告書の提出）  

第 66条  乙は、本契約の終了に至るまで、各事業年度の最終日以前

に、翌年度の予算の概要を甲に書面で提出しなければならない。  

２  乙は、本契約の終了に至るまで、事業年度 毎に、当該年度の 事

業報告及び計算書 類等（付属明細書 を含む。） を作成 し、自己の

費用で公認会計士 又は監査法人によ る監査を受けた上 で、当該事

業年度の最終日か ら３ か月以内に、 監査報告書ととも に甲に提出

しなければならない。  

 

（乙の解散）  

第 67条  乙は、運営期間 の最終日（本契約が中途解約により終了し

た 場 合 は 、 そ の 終 了 日 ） か ら 540日 を 経 過 す る 日 ま で 解 散 す る こ

とはできない。 た だし 、甲が事前に 承諾した場合はこ の限りでは

ない。  

 

（付保すべき保険）  

第 68条  乙は、別紙２に定める内容の保険を自ら付保し、又は第三

者をして付保せし めるものとする。 なお、当該保険の うち、同別

紙に定める「付保 する期間」中にお いて更新する必要 があるもの

は、乙の責任において更新されるものとする。  

２  乙又は第三者が、前項の規定により保険契約を締結したときは、

その証券を直ちに甲に提示しなければならない。  
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（銀行団との協議）  

第 69条  甲は、必要があると認めるときは、 本事業に関して乙に融

資する銀行団との 間において、甲が 本契約に基づき乙 に損害賠償

を請求し、また契 約を終了させる際 の銀行団への事前 通知、協議

に関する事項及び 担保に関する事項 等について協議し 、協議が整

ったときには協定を締結することができる。  

 

（成果物の利用及び著作権）  

第 70条  甲は、本契約に関して要求水準書及び甲の要求に基づき 乙

により作成され甲 に提出される一切 の書類、図画、写 真、映像 、

ソフトウェア、デ ータベース 等（以 下「成果物」とい う。） につ

いて、甲の裁量に より利用する権利 及び権限を有する ものとし、

その利用の権利及 び権限は、本契約 の終了後も存続す るものとす

る。  

２  前項の成果物 が著作権法（昭和 45年法律第 48号）第２条第１項

第１号に 定める著 作物に該 当する場 合には、 同法第２ 章及び第 ３

章に規定する 著作 者の権利の帰 属は 、同法の定め ると ころによる 。  

３  乙は、甲が、 成果物を次の各号に掲げるところにより利用する

ことがで きるよう にしなけ ればなら ず、自ら 又は著作 権者（甲 を

除く。） をして、 著作権法 第 19条第 １項又は 第 20条第 １項に定 め

る権利を行使し、又はさせてはならない。  

(1) 著作者 名を 表示せずに成 果物 の全部若しく は一 部又は本件

施設の内容を自ら公表若しくは広報に使用し、又は甲が認め

た公共機関をして公表若しくは広報に使用させること。  

(2) 成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。  

４  乙は、自ら又は著作権者をして、第１項の著作物に係る著作権

を第三者 に譲渡 し 、又は承 継させ て はならな い。 た だ し 、あら か

じめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。  

５  乙は、自ら又は著作権者をして、次の各号に掲げる行為をなし
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てはならない。 た だし 、あらかじめ 甲の承諾を得た場 合は、この

限りでない。  

(1) 成果物の内容を公表すること。  

(2) 成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。  

 

（著作権等の保証）  

第 71条  乙は、その作成する 成果物及び関係書類が、第三者の有す

る著作権等を侵害するものではないことを甲に対して保証する。  

２  乙は、その作成する成果物 及び関係書類が、第三者の有する著

作権等を侵害した 場合、その第三者 に対してその損害 の賠償を行

い、又は必要な措置を講じなければならない。  

 

（工業所有権）  

第 72条  乙は、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を

使用するときは、 その使用に関する 一切の責任を負わ なければな

らない。ただし 、 甲が当該技術等の 使用を指定した場 合であって

乙が当該工業所有 権の存在を知らな かったときは、甲 は、乙がそ

の使用に関して要した費用を負担しなければならない。  

２  前項の定めにかかわらず、 落札者提案に明示された場合には 、

甲は、本事業の遂 行に特に必要とさ れる 特定部品の調 達に関して

乙を支援する。  

 

第 14章  雑  則  

 

（本件施設の見学者対応）  

第 73条  乙は、甲が受け入れる 本件施設 の見学者対応に関し、必要

な協力を行わなければならない。  

 

（協議）  

第 74条  甲と乙は、必要と認める場合は適宜、相手方当事者に対し
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て、本契約に基づ く一切の業務に関 連する事項につき 、協議を求

めることができる 。 ただし、関係者 協議会で協議され る事項につ

いては、この限りではない。  

 

（請求、通知等の様式その他）  

第 75条  本契約に定める、請求、通知、報告、承諾、勧告、催告及

び契約終 了告知又 は解約は 、相手方 に対する 書面をも って行わ れ

るものとする。  

２  本契約の履行に関して甲と乙の間で用いる計算単位は、 設計図

書に特別の定 めが ある場合を除 き、 計量法（平成 ４年 法 律第 51号 ）

に定めるものとする。  

３  本契約上の期間の定めは、民法（明治 29年法律第 89号）及び商

法（明治 32年法律第 48号）が規定するところによるものとする。  

 

（特約条項）  

第 76条  本契約の特約として、別紙 ８の各章の特約条項が適用され

る。  

 

（秘密保持）  

第 77条  甲及び乙は、 特定部品情報に関して第 72条第２項の定めに

従うほか 、 互いに 本事業に 関して知 り得た相 手方の秘 密 情報（ 特

定部品情 報を含む が、これ に限られ ない。） を自己の 役員、従 業

員、自己 の代理人 、銀行団 、コンサ ルタント 、及び本 条第２項 に

より秘密 保持義務 を負う業 務受託者 等 その他 法令若し くは契約 上

の守秘義 務を負う 者 以外の 第三者に 漏らし、 また、本 契約の履 行

以外の目 的（ ただ し 、適用 法令に基 づく場合 を除く。 ）に使用 し

てはなら ない。 た だし 、開 示する事 項が以下 のいずれ かに該当 す

る場合はこの限りでない。  

(1) 本契約締結時に、既に公知又は既知のもの  

(2) 本契約 締結 後に甲及び乙 の責 めに帰すべか らざ る事由によ
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り公知となったもの  

(3) 甲又は 乙が 第三者から秘 密保 持義務を負う こと なく合法的

に取得したもの  

(4) 法律、 政令 、規則、条例 上の 要請又は官公 署の 命令等によ

り開示を要請されたもの  

(5) 甲又は 乙が 相手方より入 手し た情報を使わ ずに 単独で取得

したもの  

(6) 本件施 設の 運営又は維持 管理 において必要 があ る場合 （本

件施設の保全や維持管理のためのみならず、改良を要する場

合を含む。）  

２  乙は、乙が委託業務 遂行のために契約を締結する業務受託者等

につき、 本契約に 基づき乙 が負担す るのと同 様の秘密 保持義務 を

負わせるものとする。  

３  甲は、前各項の定めにかかわらず、本事業に関して知り得た行

政情報に 含まれる べき情報 に関し、 法令その 他甲の定 める諸規 定

の定める ところに 従って情 報公開そ の他の必 要な措置 を講じる こ

とができる。  

 

（個人情報の保護）  

第 78条  乙は、本件施設 の利用者の個人情報の保護を図るため その

他委託業務を処理 するための個人情 報の取扱いについ ては、別紙

８の特約第３章 「 個人情報取扱特記 事項 （委託用） 」 を遵守しな

ければならない。  

 

（準拠法）  

第 79条  本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って

解釈されるものとする。  

 

（管轄裁判所）  

第 80条  本契約に関する紛争は、 名古屋 地方裁判所を第１審の専属
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管轄裁判所とする ものとし、甲及び 乙は、本契約をも って、同裁

判所の専属的管轄に服することに合意する。  

 

（定めのない事項）  

第 81条  本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合

又は本契約の解釈 に関して疑義が生 じた場合は、その 都度、甲及

び乙が誠実に協議の上、これを定めるものとする。  
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（別紙１）  

 

日   程   表  

 

 

１  契約締結        令和  年  月   

２  引継期間        契約締結後～令和７年８月 31日  

３  委託業務開始予定日   令和７年９月１日  

４  運営期間        令和７年９月１日～令和 17年８月 31日  

 

 

 

 

備考  

日程表の記載期日については、契約締結時点での日程とする。  

その後の日程変更 については、 本契 約の定めに従い、 本契約に定

めがないときは、甲と乙の間の協議とする。  
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（別紙２）  

 

乙が付保する保険  

 

乙は、自ら又は 落 札者 提案に定める 者により、 次の保 険を付保す

るものとする。保険契約は、１年毎の更新でも認めることとする。  

 

１  第 三 者 賠 償 責 任 保 険 （ 類 似 の 機 能 を 有 す る 保 険 、 共 済 等 を 含

む。）  

(1) 対象  

運 営 業 務 及 び 維 持 管 理 業 務 に 伴 い 第 三 者 に 与 え た 損 害 につ

いて法律上の賠償責任を負担することにより被る損害  

(2) 付保する期間  

運営開始日から事業期間の終了日まで  

(3) てん補限度額（補償額）  

対人：１名当たり１億円 以上、１事故当たり 10億円以上  

対物：１事故当たり１億円以上  

(4) 被保険者  

乙、下請け業者を含む業務実施者、甲  

 

２  配送車の賠償保険  

(1) 対象  

給 食 配 送 ・ 回 収 業 務 に 伴 い 第 三 者 に 与 え た 損 害 に つ い て法

律上の賠償責任を負担することにより被る損害  

(2) 付保する期間  

運営開始日から事業期間の終了日まで  

(3) てん補限度額（補償額）  

対人：無制限  

搭乗者：１事故あたり 1000万円以上  

対物：１事故当たり 1000万円以上  
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車両：１事故当たり 200万円以上  

(4)  被保険者  

乙、下請け業者を含む業務実施者、甲  

 

【その他落札者提案による。】  
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（別紙３）  

 

要求水準書の変更手続  

 

第１条  甲は、次の各号所定の事由が生じた場合、次条の定める手

続に従って、要求水準書の内容を変更することができる。  

(1) 法令変更により業務内容が著しく変更されるとき  

(2) 災害・事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき

又は業務内容が著しく変更されるとき  

(3) その他業務内容の変更が特に必要と認められるとき  

 

第２条  要求水準書の変更は、次の各号の定めに従って行われるも

のとする。  

(1) 甲は、前条各号のいずれかに該当する場合、速やかに、

その旨と要求水準書の変更内容を乙に通知し、乙の意見

を聴取するものとする。  

(2) 乙 は 、 第 (1)号 所 定 の 通 知 受 領 後 20日 以 内 に 意 見 書 を 提

出するものとする。  

(3) 甲 は 、 第 (2)号 所 定 の 意 見 書 を 期 限 内 に 受 領 し な い と き

は、乙の意見がないものとして取り扱うことができる。  

(4) 甲は、乙の意見に拘束されないものとするが、乙の意見

を聴取した結果を尊重し、必要に応じて乙の意見を反映

して変更内容の修正（修正は義務ではない。）を行った

上で確定的な変更内容を乙に通知することにより、要求

水準書の変更を確定する。  

(5) 本契約に基づく乙への支払金額を含め本契約の変更が必

要となるとき、甲は、必要な変更を行うものとし、乙は、

これに協力する。  



55 

（別紙４）  

 

不可抗力の場合の費用分担規定  

 

 １事業年度中に発生した追加費用のうち累計で 当該事業年度にお

け る 単 年 度 契 約 金 額 の 100分 の １ に 至 る ま で は 乙 が 負 担 す る も の

とし、これを超え る額については甲 が負担するものと する。 ただ

し、別紙２に記載 される保険に基づ き甲以外の被保険 者が不可抗

力により保険金を 受領した場合で、 当該保険金の額が 上記 単年度

契 約 金 額 の 100分 の １ を 超 え る と き は 、 当 該 超 過 額 は 、 甲 が 負 担

すべき追加費用額から控除するものとする。  
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（別紙５）  

 

委託料の支払方法及び改定方法等  

 

［ 入 札 説 明 書 別 添 資 料 ２ に 基 づ き 落 札 者 提 案 に 従 っ て 作 成 さ

れる。］  
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（別紙６）  

 

３センター体制移行に伴う費用負担の考え方  

 

［ 入 札 説 明 書 別 添 資 料 ３ に 基 づ き 落 札 者 提 案 に 従 っ て 作 成 さ

れる。］  
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（別紙７）  

 

委託料の減額及び支払停止の方法  

 

［入札説明書別添資料４に従って作成される。］  
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（別紙８）  

特約条項  

 

第１章  談合等に起因する契約解除と損害賠償に関する特約条項  

（総則）  

第１条  この特約は、この特約が添付される契約 （以下 ｢契約 ｣とい

う。）と一体をなす。  

（談合その他不正行為に係る解除）  

第２条  豊橋市（第１章において、以下「市」という。）は、契約

の相手方がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したと

きは、契約を解除することができる。  

（ １ ） 契 約 の 相 手 方 が 、 私 的 独 占 の 禁 止 及 び 公 正 取 引 の 確 保 に

関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」と

い う 。 ） 第 ３ 条 の 規 定 に 違 反 し 、 又 は 契 約 の 相 手 方 が 構 成 事

業 者 で あ る 事 業 者 団 体 が 独 占 禁 止 法 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違

反 し た こ と に よ り 、 公 正 取 引 委 員 会 が 、 独 占 禁 止 法 第 ７ 条 の

２ 第 １ 項 （ 独 占 禁 止 法 第 ８ 条 の ３ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） の 規 定 に 基 づ く 課 徴 金 の 納 付 命 令 （ 以 下 「 納 付 命 令 」

と い う 。 ） を 行 い 、 当 該 納 付 命 令 が 確 定 し た と き （ 確 定 し た

当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消

された場合を含む。）  

（ ２ ） 納 付 命 令 又 は 独 占 禁 止 法 第 ７ 条 若 し く は 第 ８ 条 の ２ の 規

定 に 基 づ く 排 除 措 置 命 令 （ こ れ ら の 命 令 が 契 約 の 相 手 方 又 は

契 約 の 相 手 方 が 構 成 事 業 者 で あ る 事 業 者 団 体 （ 以 下 「 受 託 者

等 」 と い う 。 ） に 対 し て 行 わ れ た と き は 、 受 託 者 等 に 対 す る

命 令 で 確 定 し た も の を い い 、 受 託 者 等 に 対 し て 行 わ れ て い な

い と き は 、 各 名 宛 人 に 対 す る 命 令 全 て が 確 定 し た 場 合 に お け

る 当 該 命 令 を い う 。 次 号 に お い て 「 納 付 命 令 又 は 排 除 措 置 命
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令 」 と い う 。 ） に お い て 、 本 事 業 に 関 し 、 独 占 禁 止 法 第 ３ 条

又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 の 実 行 と し て の 事 業

活動があったとされたとき  

（ ３ ） 納 付 命 令 又 は 排 除 措 置 命 令 に よ り 、 受 託 者 等 に 独 占 禁 止

法 第 ３ 条 又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が あ っ た と

さ れ た 期 間 及 び 当 該 違 反 す る 行 為 の 対 象 と な っ た 取 引 分 野 が

示 さ れ た 場 合 に お い て 、 本 事 業 が 、 当 該 期 間 （ こ れ ら の 命 令

に 係 る 事 件 に つ い て 、 公 正 取 引 委 員 会 が 契 約 の 相 手 方 に 対 し

納 付 命 令 を 行 い 、 こ れ が 確 定 し た と き は 、 当 該 納 付 命 令 に お

け る 課 徴 金 の 計 算 の 基 礎 で あ る 当 該 違 反 す る 行 為 が あ っ た と

さ れ た 期 間 を 除 く 。 ） に 入 札 （ 見 積 書 の 提 出 を 含 む 。 ） が 行

わ れ た も の で あ り 、 か つ 、 当 該 取 引 分 野 に 該 当 す る も の で あ

るとき。  

（４）契約の相手方の役員又は使用人の刑法（明治 40 年法律第

45 号。以下「刑法」という。）第 96 条の６又は独占禁止法第

89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定

したとき。  

（５）契約の相手方の役員又は使用人について、刑法第 198 条の

規定による刑が確定したとき。  

２  契約の相手方が協同組合及び共同企業体 （以下 ｢協同組合等 ｣と

いう。）である場合における前項の規定については、その代表者

又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。  

３  契約の相手方は、前２項の規定により契約が解除された場合

は、違約金として、単年度契約金額の 100分の 20に相当する額を

市が指定する期限までに支払わなければならない。  

４  本条第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置につ

いては、契約の規定による。  

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払い ）  

第３条  契約の相手方は、前条第１項各号のいずれかに該当すると
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きは、市が契約を解除するか否かにかかわらず、賠償金として、

単年度契約金額の 100分の 20に相当する額を市が指定する期限ま

でに支払わなければならない。契約の相手方が契約を履行した後

も同様とする。  

２  前項の規定にかかわらず、市は、市の生じた実際の損害額が同

項に規定する賠償金の額を超える場合においては、契約の相手方

に対しその超過分につき賠償を請求することができる。  

３  前２項の場合において、契約の相手方が協同組合等であるとき

は、代表者又は構成員は、賠償金を連帯して市に支払わなければ

ならない。契約の相手方が既に協同組合等を解散しているとき

は、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様と

する。  

 

 

第２章  暴力団排除に関する特約条項  

（総則）  

第１条  この特約は、この特約が添付される契約 （以下 ｢契約 ｣とい

う。）と一体をなす。  

（暴力団等排除に係る解除）  

第２条  豊橋市（以下「市」という。）は、契約の相手方が次の各

号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。  

（ １ ） 法 人 等 （ 法 人 又 は 団 体 若 し く は 個 人 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

の 役 員 等 （ 法 人 に あ っ て は 非 常 勤 を 含 む 役 員 及 び 支 配 人 並 び

に 営 業 所 の 代 表 者 、 そ の 他 の 団 体 に あ っ て は 法 人 の 役 員 等 と

同 様 の 責 任 を 有 す る 代 表 者 及 び 理 事 等 、 個 人 に あ っ て は そ の

者 及 び 支 店 又 は 営 業 所 を 代 表 す る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に

暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年
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法律第 77 号。以下「暴対法」という。 ）第２条第６号に規定

す る 暴 力 団 員 （ 以 下 「 暴 力 団 員 」 と い う 。 ） 又 は 暴 力 団 員 で

は な い が 暴 対 法 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 （ 以 下 「 暴 力

団 」 と い う 。 ） と 関 係 を 持 ち な が ら 、 そ の 組 織 の 威 力 を 背 景

と し て 暴 力 的 不 法 行 為 等 を 行 う 者 （ 以 下 「 暴 力 団 関 係 者 」 と

いう。）がいると認められるとき。  

（ ２ ） 暴 力 団 員 又 は 暴 力 団 関 係 者 （ 以 下 「 暴 力 団 員 等 」 と い

う 。 ） が 法 人 等 の 経 営 又 は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る と 認

められるとき。  

（ ３ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 の 威 力 若 し く は 暴

力 団 員 等 又 は 暴 力 団 員 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 実 質 的 に 関 与

している法人等を利用するなどしていると認められるとき。  

（ ４ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 若 し く は 暴 力 団 員

等 又 は 暴 力 団 員 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い

る 法 人 等 に 対 し て 資 金 等 を 供 給 し 、 又 は 便 宜 を 供 与 す る な ど

暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力 し 、 又 は 関 与 し て い る と 認 め ら れ る

とき。  

（ ５ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 と

社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を 有 し て い る と 認 め ら れ る と き 。  

（ ６ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 前 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る 法 人 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 、 こ れ を 利 用 す る な ど し

ていると認められるとき。  

２  契約の相手方が、協同組合又は共同企業体である場合における

前項の規定については、その代表者又は構成員が同項各号のいず

れかに該当した場合に適用するものとする。  

３  前２項の規定によりこの契約が解除された場合においては、契

約の相手方は、単年度契約金額の 10分の１に相当する額を違約金

として市の指定する期間内に支払わなければならない。  

４  第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置について

は、契約の規定による。  
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（関係機関への照会等）  

第３条  市は、契約からの暴力団等の排除を目的として、必要と認

める場合には、契約の相手方に対して、役員等についての名簿そ

の他の必要な情報の提供を求めることができ、その情報を管轄の

警察署に提供することで、契約の相手方が前条第 １項各号に該当

するか否かについて、照会できるものとする。  

２  契約の相手方は、前項の規定により、市が警察署へ照会を行う

ことについて、承諾するものとする。  

（契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置）  

第４条  契約の相手方、自らが、又はこの契約の下請負若しくは受

託をさせた者（以下「下請事業者等」という。）が、暴力団又は

暴力団員等から契約の適正な履行の妨害又は不当若しくは違法な

要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに市に

報告するとともに、管轄の警察署に届け出なければならない。  

２  契約の相手方及び下請事業者等は、前項の場合において、市及

び管轄の警察署と協力して、契約の履行の妨害又は不当要求の排

除対策を講じなければならない。  

（遵守義務違反）  

第５条  市は、契約の相手方が前条に違反した場合は、指名停止措

置要綱の定めるところにより、指名停止の措置を行う。契約の相

手方の下請事業者等が報告を怠った場合も同様とする。  

 

第３章  個人情報取扱特記事項（委託用）  

（基本的事項）  

第１条  豊橋市（第３章において、以下「発注者」という。 ）の契

約の相手方（第３章において、以下「受託者」という。）は、個

人情報（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
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用等に関する法律（平成 25年法律第 27号。以下「番号法」とい

う。）第２条第８項に規定する特定個人情報を含む。以下同

じ。）の保護の重要性を認識し、この契約による 委託業務（以下

「業務」という。）の履行に当たっては、個人の権利利益を侵害

することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならな

い。  

（秘密の保持）  

第２条  受託者及び業務に従事している者又は従事していた者は、

業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用してはならない。  

２  前項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後において

も同様とする。  

３  受託者は、業務に関して知り得た個人情報の秘密を保持する旨

の誓約書を発注者に提出するものとする。  

４  受託者は、業務に従事する者に 対して、業務に関して知り得た

個人情報の秘密を保持する旨の誓約書を提出させなければならな

い。  

５  受託者は、前項の規定により誓約書を提出させたことを、発注

者に書面により報告しなければならない。  

（個人情報保護管理者の設置）  

第３条  受託者は、業務に関して知り得た個人情報の適切な管理を

行うための個人情報保護管理者を定め、発注者に書面により届け

出るものとする。  

２  個人情報保護管理者は、個人情報の改ざん、盗用等の防止につ

いて必要な措置を講じなければならない。  

３  受託者は、業務に従事する者を明確にし、発注者から求 めがあ

ったときは、発注者に報告しなければならない。  
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（業務場所の特定等）  

第４条  受託者は、あらかじめ業務を行う場所を特定し、発注者に

書面により届け出るものとする。  

２  受託者は、前項の規定により特定した場所の外に、業務に関し

て知り得た個人情報を持ち出してはならない。ただし、発注者が

特に必要があると認める場合はこの限りでない。  

（適正な取得）  

第５条  受託者は、業務を処理するために個人情報を取得するとき

は、業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正

な手段により取得しなければならない。  

２  受託者は、業務を処理するために発注者から個人情報が記録さ

れた資料（以下「個人情報資料」という。）を引き渡されたとき

は、発注者にその個人情報資料の内容、媒体及び数量を記載した

借用書を提出するものとする。  

（安全管理措置）  

第６条  受託者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失

又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措

置（個人情報を保存した記録媒体の運搬に際しては、鍵付のケー

スに施錠のうえ収納して行うなどの安全対策等）を講じなければ

ならない。  

（利用及び提供の制限）  

第７条  受託者は、発注者の指示又は書面による承諾があるときを

除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的の

ために自ら利用し、又は提供してはならない。  

（複写等の制限）  

第８条  受託者は、発注者の書面による承諾があるときを除き、業
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務を処理するために発注者から引き渡された個人情報資料を複写

し、又は複製してはならない。  

２  受託者は、発注者から引き渡された個人情報資料を複写し、又

は複製したときは、その複写物又は複製物を原本と同様に取り扱

うものとする。  

３  受託者は、発注者から引き渡された個人情報資料の うち業務の

範囲外の部分を加工してはならない。  

（再委託）  

第９条  受託者は、この契約第２条第４号に規定する委託業務の一

部を再委託する場合、再委託先（子会社を含む。以下同じ。）と

の間で、この契約と同等の内容の再委託契約を締結しなければな

らない。再委託先が再々委託を行う場合以降も同様とする。  

２  受託者が番号法第２条第 10項に規定する個人番号利用事務又は

同条第 11項に規定する個人番号関係事務の一部 について再委託す

る場合にあっては、前項に規定するほか、再委託先については発

注者が自ら果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられる者

に限定するとともに事前に発注者から書面による承諾を得なけれ

ばならない。  

３  受託者は、再委託先の業務に関する行為及びその結果につい

て、受託者と再委託先との再委託契約の内容にかかわらず、発注

者に対して責任を負うものとする。  

４  受託者は、前項の再委託を行う場合、再委託契約において、再

委託先がこの契約及び本特記事項を遵守するために必要な事項そ

の他発注者が指示する事項を規定するとともに、再委託先に対す

る必要かつ適切な監督、個人情報に関する適正な管理及び情報セ

キュリティ対策について、具体的に規定しなければならない。  

５  受託者は、前項の再委託契約に係る契約書及び再委託契約に基

づき提出された書類について、その写しを発注者に提出しなけれ

ばならない。  
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（個人情報資料の返還等）  

第 10条  受託者は、発注者の書面による承諾があるときを除き、業

務を処理するために発注者から引き渡された個人情報資料を業務

完了後直ちに発注者に返還するものとする。  

２  個人情報資料の返還の際には、第５条第２項の借用書により確

認を行うものとする。  

３  発注者は、必要がある場合、業務完了時以外でも個人情報資料

の返還を求めることができる。その際には、受託者は発注者が指

定した期日までに個人情報資料を返還しなければならない。  

４  受託者は、業務を処理するために取得した個人情報資料のうち

発注者に返還する個人情報資料以外のものを業務完了後直ちに廃

棄し、又は消去するものとする。この場合、発注者は受託者に対

し廃棄し、又は消去したことについて、書面による報告を求める

ことができる。  

（従事者の監督及び教育）  

第 11条  受託者は、業務に従事している者に対して、個人情 報の適

正な取扱いについて監督及び教育を行うとともに、個人情報の保

護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に規定された罰則の内容

を周知しなければならない。  

（実地調査）  

第 12条  発注者は、受託者が業務を処理するために取り扱っている

個人情報の状況について、随時、実地に調査することができる。  

（指示）  

第 13条  発注者は、受託者が業務を処理するために取り扱っている

個人情報について、その取扱いが不適当と認められるときは、受

託者に対して必要な指示を行うことができる。  
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（報告義務）  

第 14条  受託者は、発注者から求めがあったときは、この契約の遵

守状況について、発注者に報告しなければならない。  

（事故報告）  

第 15条  受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるお

それがあることを知ったときは、直ちに発注者に報告し、発注者

の指示に従うものとする。  

（漏えい等が発生した場合の責任）  

第 16条  受託者は、この契約における業務に係る個人情報の漏え

い、改ざん、滅失、毀損その他の事態が発生した場合において、

その責めに帰すべき理由により発注者又は第三者に損害を与えた

ときは、その損害を賠償しなければならない。  

 

末尾１（受託者誓約書式）  

末尾２（受託者従事者誓約書式）  

末尾３（個人情報保護管理者等届・誓約書受領報告書式）  

以 上  
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末尾１（受託者誓約書式）  

 

 令和   年   月   日   

 

豊橋市長   様  

 

（受託者）            

○○○市○○○○○○○○○   

株式会社○○○○        

代表取締役  ○○  ○○     

 

誓約書  

 

 令和○年○月○日付で豊橋市と締結した○○契約について、

個人 情 報 取扱 特 記事 項 第 ２条 第 ３項 に 基 づき 、 下記 の 通 り 誓

約します。  

 

記  

 

 貴市から受託した本契約の履行に当たり、個人情報の保護及

び秘 密 保 持の 重 要性 を 理 解し 、 個人 情 報 の保 護 に関 す る 法 律

その 他 個 人情 報 の保 護 に 関す る 法令 等 に 基づ く 責任 に つ い て

認識 し 、 個人 情 報の 保 護 を図 る とと も に 、従 業 者の 指 導 及 び

個人情報の取り扱いについて、適正に遂行します。  

 また、契約終了（解除を含む）後においても個人情報取扱特

記事項を遵守します。  

 

以上  
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末尾２（受託者従事者誓約書式）  

 

誓 約 書 

 

 

 私は、令和○年○月○日付で豊橋市と（受託者）が締結した

契約 に よ る業 務 に従 事 す る者 と して 、 業 務に 関 して 知 り 得 た

個人 情報 の内 容 を、 契約 期間 中 及び 契約 終了 （ 解除 を含 む。 ）

後に お い て、 み だり に 他 人に 知 らせ 、 又 は不 当 な目 的 に 利 用

しま せ ん 。ま た 、豊 橋 市 の許 可 なく 個 人 情報 を 持ち 出 し ま せ

ん。  

 

上記のとおり誓約します。  

 

 

令 和   年   月   

日  

 

 

    契 約 名 

 

    契約期間  

 

    氏 名 

 

 

 

（受託者）  
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末尾３（個人情報保護管理者等届・誓約書受領報告書式）  

個 人 情 報 保 護 管 理 者 等 届  

誓 約 書 受 領 報 告 書  

 

令 和   年   月   日   

 豊 橋 市 長    様  

 

（ 受 託 者 ）  

○ ○ ○ 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

株 式 会 社 ○ ○ ○ ○ ○  

代 表 取 締 役  ○ ○  ○ ○   

 

 元 号 ○ 年 ○ 月 ○ 日 付 け で 豊 橋 市 と 締 結 し た ○ ○ 契 約 に つ い て 、 個 人 情 報 取 扱

特 記 事 項 第 ３ 条 第 １ 項 及 び 第 ４ 条 第 １ 項 に 基 づ き 、 下 記 の と お り お 届 け し ま

す 。  

 併 せ て 、 第 ２ 条 第 ４ 項 に 基 づ き 秘 密 保 持 に 関 す る 誓 約 書 に つ い て 、 個 人 情 報

取 扱 従 事 者 よ り 受 領 し た こ と を 報 告 し ま す 。  

記  

 

１  個人情報保護管理者  

氏  名    

 

２  業務場所  

 

 

３  誓約内容  

私 は 、 本 契 約 に よ る 業 務 に 従 事 す る 者 と し て 、 業 務 に 関 し て 知 り 得 た 個 人

情 報 の 内 容 を 、 契 約 期 間 中 及 び 契 約 終 了 （ 解 除 を 含 む 。 ） 後 に お い て 、 み だ

り に 他 人 に 知 ら せ 、 又 は 不 当 な 目 的 に 利 用 し な い こ と を 誓 約 し ま す 。  

ま た 、 豊 橋 市 の 許 可 な く 個 人 情 報 を 持 ち 出 さ な い こ と を 誓 約 し ま す 。  
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４  個人情報取扱従事者名簿  

番号  氏    名  

１    

２    

３    

 

以  上  
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（別紙９）  

 

法令変更の場合の費用分担規定  

 

 

法令変更  甲負担割合  乙負担割合  

 

a) 本事業に特別に影響を及ぼす法制度

の新設・変更に関するもの（税制度を

除く。）  

100％  0％  

b)   民 間 事 業 者 の 利 益 に 課 さ れ る 税 制

度 の 新 設 ・ 変 更 等 以 外 の 税 制 度 の 新

設・変更に関するもの  

100％  0％  

c) 上記記載のもの以外の法令の変更の

場合  

0％  100％  

 

なお、「本事業 に 特別に影響を及ぼ す法制度の新設・ 変更に関す

るもの」とは、特に 本件施設及び本件施設 と類似のサービスを提供

する施設の運営・ 維持管理支援その他に関する事項を直接的に規定

することを目的とした法令を意味するものとし、乙に対して一般に

適用される法令の変更は含まれないものとする。また、本契約締結

後、民間事業者の 利益に係る法人税以外の税 （消費税を含む。） の

税率が変更された場合又は法令変更により乙に新たな税の課税が生

じた場合で、乙に本契約の履行に関する費用の増加又は減少が生じ

る場合には、当該増加又は減少分を 委託料に反映させるべく、甲と

乙が協議を行うものとする。  

 

以  上  


